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事故シーケンスの位置づけ  

添付資料 3.2.3 原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えい量について（高圧溶

融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）  
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添付資料 3.2.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱）  

添付資料 3.2.5 ７日間における水源の対応について 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）  

添付資料 3.2.6 ７日間における燃料の対応について 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）  

添付資料 3.2.7 常設代替交流電源設備の負荷 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

 

（3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用）  

添付資料 3.3.1 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用に関する知見の整理  

添付資料 3.3.2 水蒸気爆発の発生を仮定した場合の原子炉格納容器の健全性への影

響評価  

添付資料 3.3.3 原子炉格納容器下部への水張り実施の適切性  

添付資料 3.3.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用）  

添付資料 3.3.5 プラント損傷状態をＬＯＣＡとした場合の圧力スパイクへの影響  

  

（3.4 水素燃焼）  

添付資料 3.4.1 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響  

添付資料 3.4.2 水の放射線分解の評価について  

添付資料 3.4.3 安定状態について（水素燃焼）  

添付資料 3.4.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（水素燃焼）  

添付資料 3.4.5 原子炉注水開始時間の評価結果への影響  

 

（3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用）  

添付資料 3.5.1 安定状態について（溶融炉心・コンクリート相互作用）  

添付資料 3.5.2 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（溶融炉

心・コンクリート相互作用）  

添付資料 3.5.3 溶融炉心の崩壊熱及び溶融炉心からプール水への熱流束を保守的に

考慮する場合，原子炉格納容器下部床面での溶融炉心の拡がりを抑

制した場合のコンクリート侵食量及び溶融炉心・コンクリート相互

作用によって発生する非凝縮性ガスの影響評価  
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（4. 燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故）  

（4.1 想定事故１）  

添付資料 4.1.1 燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について  

添付資料 4.1.2 「水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃料等からの線量率」の評価について  

添付資料 4.1.3 安定状態について（想定事故１）  

添付資料 4.1.4 燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価  

添付資料 4.1.5 評価条件の不確かさの影響評価について(想定事故１)  

添付資料 4.1.6 ７日間における水源の対応について(想定事故１)  

添付資料 4.1.7 ７日間における燃料の対応について(想定事故１)  

 

（4.2 想定事故２）  

添付資料 4.2.1 燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について  

添付資料 4.2.2 燃料プールのサイフォンブレイク配管について  

添付資料 4.2.3 安定状態について（想定事故２）  

添付資料 4.2.4 評価条件の不確かさの影響評価について(想定事故２)  

添付資料 4.2.5 ７日間における水源の対応について(想定事故２)  

添付資料 4.2.6 ７日間における燃料の対応について(想定事故２) 

 

（5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）  

（5.1 崩壊熱除去機能喪失）  

添付資料 5.1.1 運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失における

燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位到達ま

での時間余裕と必要な注水量の計算方法について  

添付資料 5.1.2 重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定  

添付資料 5.1.3 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における崩壊熱設

定の考え方  

添付資料 5.1.4 安定状態について（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失））  

添付資料 5.1.5 原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失

時の原子炉格納容器の影響について  

添付資料 5.1.6 運転停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時におけ

る放射線の遮蔽維持について  

添付資料 5.1.7 評価条件の不確かさの影響評価について(運転停止中(崩壊熱除去機

能喪失))  

添付資料 5.1.8 ７日間における燃料の対応について(運転停止中(崩壊熱除去機能喪

失)) 

 

（5.2 全交流動力電源喪失）  

添付資料 5.2.1 安定状態について（運転停止中（全交流動力電源喪失））  

添付資料 5.2.2 評価条件の不確かさの影響評価について(運転停止中(全交流動力電

源喪失))  

添付資料 5.2.3 ７日間における水源の対応について(運転停止中(全交流動力電源喪

失)) 

添付資料 5.2.4 ７日間における燃料の対応について(運転停止中(全交流動力電源喪

失)) 

添付資料 5.2.5 常設代替交流電源設備の負荷(運転停止中(全交流動力電源喪失))  
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（5.3 原子炉冷却材の流出）  

添付資料 5.3.1 原子炉冷却材の流出における運転停止中の線量率評価について  

添付資料 5.3.2 原子炉冷却材流出評価におけるＰＯＳ選定の考え方  

添付資料 5.3.3 安定状態について（運転停止中（原子炉冷却材の流出））  

添付資料 5.3.4 評価条件の不確かさの影響評価について(運転停止中(原子炉冷却材

の流出))  

添付資料 5.3.5 ７日間における燃料の対応について(運転停止中(原子炉冷却材の流

出)) 

  

（5.4 反応度の誤投入）  

添付資料 5.4.1 反応度の誤投入事象の代表性について  

添付資料 5.4.2 安定状態について（運転停止中（反応度の誤投入））  

添付資料 5.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（運転停止

中（反応度の誤投入））  

添付資料 5.4.4 反応度誤投入における炉心の状態等の不確かさについて 

 

（6. 必要な要員及び資源の評価）  

添付資料 6.1.1 他号炉との同時被災時における必要な要員及び資源について  

添付資料 6.2.1 重大事故等対策の要員の確保及び所要時間について  

添付資料 6.2.2 重要事故シーケンス等以外の事故シーケンスの要員の評価について  

添付資料 6.3.1 水源，燃料，電源負荷評価結果について 

下線は，今回の提出資料を示す。 
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2．運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

2.1 高圧・低圧注水機能喪失 

2.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に含まれる事故シーケ

ンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「過渡

事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」，②「過渡事象＋圧力バウンダ

リ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却

失敗」，③「手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」，④「手動停止

＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗

＋低圧炉心冷却失敗」，⑤「サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷

却失敗」及び⑥「サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗

＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」では，運転時の異常な

過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，高圧注水機能が喪失

し，原子炉減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失することを想定する。こ

のため，逃がし安全弁による圧力制御に伴う蒸気流出により原子炉圧力容器内

の保有水量が減少し，原子炉水位が低下することから，緩和措置がとられない

場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。また，低

圧注水機能喪失を想定することから，併せて残留熱除去系機能喪失に伴う崩壊

熱除去機能喪失等を想定する。 

本事故シーケンスグループは，原子炉圧力容器内への高圧・低圧注水機能を

喪失したことによって炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。このた

め，重大事故等対策の有効性評価には，高圧・低圧注水機能に対する重大事故

等対処設備に期待することが考えられる。 

ここで，高圧・低圧注水機能喪失が生じた際の状況を想定すると，事象発生

後，重大事故等対処設備によって高圧注水を実施して炉心損傷を防止する場合

よりも，高圧注水に期待せず，原子炉を減圧し，低圧注水に移行して炉心損傷

を防止する場合の方が，原子炉の減圧により原子炉圧力容器内の保有水量が減

少し，原子炉水位がより早く低下することから，事故対応として厳しいと考え

られる。このことから，本事故シーケンスグループにおいては，高圧注水機能

に期待せず，原子炉の減圧後，低圧注水に移行して炉心損傷を防止する対策の

有効性を評価することとする。なお，高圧・低圧注水機能喪失が生じ，重大事

故等対処設備の高圧注水機能に期待する事故シーケンスとしては，全交流動力

電源喪失時の原子炉隔離時冷却系喪失があり，「2.3.2 全交流動力電源喪失

（ＴＢＵ）」において主に高圧原子炉代替注水系の有効性を確認している。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，逃がし安全弁の手動開操作に

より原子炉を減圧し，原子炉減圧後に低圧原子炉代替注水系（常設）により炉

心を冷却することによって炉心損傷の防止を図る。また，格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却，格納容器フィルタベント系による

原子炉格納容器除熱を実施する。 
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(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」における機能喪失に対

して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，

初期の対策として低圧原子炉代替注水系（常設）及び逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）による原子炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）を開維持することで，低圧原子炉代替注水系

（常設）による炉心冷却を継続する。また，原子炉格納容器の健全性を維持す

るため，安定状態に向けた対策として格納容器代替スプレイ系（可搬型）によ

る原子炉格納容器冷却手段，格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器

除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第 2.1.1－1(1)図から第

2.1.1－1(3)図に，手順の概要を第 2.1.1－2図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係

を第 2.1.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスにおいて，重大事故等対策

に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計

28 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長

１名，当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電所構内に常

駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は５名，緊急時

対策要員（現場）は 18名である。必要な要員と作業項目について第 2.1.1－3

図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重

要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，28 名で対処可能

である。 

 

ａ．外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 

原子炉の出力運転中に外部電源喪失となり，運転時の異常な過渡変化又は

設計基準事故が発生して原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域計装

である。 

 

ｂ．高圧・低圧注水機能喪失確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低（レベル２）

で原子炉隔離時冷却系が自動起動及び手動起動に失敗する。その後，高圧炉

心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）の

手動起動にも失敗しすべて機能喪失していることを確認する。 

高圧・低圧注水機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各ポンプの

出口流量等である。 

 

ｃ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

高圧・低圧注水機能喪失を確認後，低圧原子炉代替注水系（常設）による

原子炉注水の準備として，中央制御室からの遠隔操作により常設代替交流電

源設備を起動しＳＡ低圧母線に給電後，低圧原子炉代替注水ポンプを起動す

る。また，原子炉注水に必要な電動弁（Ａ－ＲＨＲ注水弁及びＦＬＳＲ注水

隔離弁）が開動作可能であることを確認する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水の準備が完了後，中央制
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御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を手動

開操作し原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力（ＳＡ），

原子炉圧力である。 

 

ｄ．低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧原子炉代替

注水系（常設）の系統圧力を下回ると，原子炉注水が開始され，原子炉水位

が回復する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な

計装設備は，原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域），代替注水流量（常

設）等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉

水位高（レベル８）の間で維持する。 

 

ｅ．格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び雰囲気温度が上昇

する。格納容器圧力が 384kPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気

温度が 171℃に接近した場合は，中央制御室からの遠隔操作により格納容器

代替スプレイ系（可搬型）による 原子炉格納容器冷却を実施する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却を確認する

ために必要な計装設備は，ドライウェル圧力（ＳＡ），サプレッション・チ

ェンバ圧力（ＳＡ），格納容器代替スプレイ流量等である。 

 

ｆ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱の準備として，ＮＧ

Ｃ非常用ガス処理入口隔離弁（以下「第２弁」という。）を中央制御室から

の遠隔操作により開する。また，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁を現場操

作により閉する。 

サプレッション・プール水位が，通常水位＋約 1.3m に到達した場合，中

央制御室からの遠隔操作により格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原

子炉格納容器冷却を停止する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却の停止後，

ＮＧＣ Ｎ2トーラス出口隔離弁（以下「第１弁」という。）を中央制御室か

らの遠隔操作によって全開操作することで，格納容器フィルタベント系によ

る原子炉格納容器除熱を実施する。 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を確認するために

必要な計装設備は，ドライウェル圧力（ＳＡ）等である。 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を実施している間

に炉心損傷していないことを確認するために必要な計装設備は，格納容器雰

囲気放射線モニタ（ドライウェル）等である。 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器フィルタベント系のベントラ

インが水没しないことを確認するために必要な計装設備は，サプレッショ

ン・プール水位（ＳＡ）である。 

以降，炉心冷却は，低圧原子炉代替注水系（常設）による注水により継続
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的に行い，また，原子炉格納容器除熱は，格納容器フィルタベント系により

継続的に行う。 

 

2.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象（原子炉

水位低下の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定)を起因事象とし，逃がし安

全弁再閉失敗を含まず高圧状態が継続される「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋

低圧炉心冷却失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液

熱非平衡，沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，

気液分離（水位変化）・対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・

凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・

差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）並びに原子炉格納容器

における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界

面の熱伝達，スプレイ冷却及び格納容器ベントが重要現象となる。よって，こ

れらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コ

ードＳＡＦＥＲ，シビアアクシデント総合解析コードＭＡＡＰにより原子炉圧

力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器気相部温度（以下

「格納容器温度」という。）等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第2.1.2

－1表に示す。また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の

解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系，低圧

注水機能として低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）

の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源なしの場合は，対策の成立性，必要燃料量の観点で厳しくなる

ことから，外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電

機等及び常設代替交流電源設備によって給電を行うものとする。 

また，原子炉スクラムまでの原子炉出力が高く維持され，原子炉水位の

低下が大きくなることで炉心の冷却の観点で厳しくなり，外部電源がある

場合を包含する条件として，再循環ポンプトリップは，原子炉水位低（レ

ベル２）信号にて発生するものとする。 
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ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）信号によるものとする。 

(b) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑えるものとする。また，原子炉減圧には逃がし安全弁（自

動減圧機能付き）（６個）を使用するものとし，容量として，１個当たり

定格主蒸気流量の約８％を処理するものとする。 

(c) 低圧原子炉代替注水系（常設） 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉減圧後に，最大250m3/h

にて原子炉注水し，その後は炉心を冠水維持するように注水する。 

(d) 格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，120m3/hにて

原子炉格納容器内にスプレイする。 

(e) 格納容器フィルタベント系 

格納容器フィルタベント系により，格納容器圧力427kPa[gage]における

最大排出流量9.8㎏/sに対して，第１弁の中央制御室からの遠隔操作によ

る全開操作にて原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 常設代替交流電源設備の起動及び受電並びに低圧原子炉代替注水系（常

設）起動及び中央制御室における系統構成は，高圧・低圧注水機能喪失を

確認後実施するが，事象判断の時間を考慮して，事象発生から10分後に開

始するものとし，操作時間は20分間とする。 

(b) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，中央制御室操作における低

圧原子炉代替注水系（常設）の準備時間を考慮して，事象発生から30分後

に開始する。 

(c) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操作は，

格納容器圧力が384kPa[gage]に到達した場合に実施する。なお，格納容器

スプレイは，サプレッション・プール水位が通常水位＋約1.3m（真空破壊

装置下端－0.45m）に到達した場合に停止する。 

(d) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作は，サプレッ

ション・プール水位が通常水位＋約1.3m（真空破壊装置下端－0.45m）到達

から10分後に実施する。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及び

シュラウド内外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容

器内の保有水量の推移を第2.1.2－1(1)図から第2.1.2－1(6)図に，燃料被覆管

温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管の最高

温度発生位置におけるボイド率，平均出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プ
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レナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆

管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を第2.1.2－1(7)図から第2.1.2

－1(12)図に，格納容器圧力，格納容器温度，サプレッション・プール水位及

びサプレッション・プール水温度の推移を第2.1.2－1(13)図から第2.1.2－

1(16)図に示す。 

 

※ 炉心露出から再冠水の過程を示すという観点で，シュラウド内の水位を示

す。シュラウド内は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示し

ているため，シュラウド外の水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，

非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉水位（広帯域）の水位及び運転

員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位（広帯域・狭帯域）の

水位は，シュラウド外の水位であることから，シュラウド内外の水位を併

せて示す。なお，水位が燃料棒有効長頂部付近となった場合には，原子炉

水位（燃料域）にて監視する。原子炉水位（燃料域）はシュラウド内を計

測している。 

 

ａ．事象進展 

給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベ

ル３）信号が発生して原子炉がスクラムするが，原子炉水位低（レベル２）

で原子炉隔離時冷却系の起動に失敗し，その後，高圧炉心スプレイ系，低圧

炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）の起動にも失敗する。

これにより低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）の遮断

器閉が確保されないため，自動減圧系についても作動しない。 

再循環ポンプについては，原子炉水位低（レベル２）で２台すべてトリッ

プする。主蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

事象発生から30分後に中央制御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）６個を手動開することで，原子炉急速減圧を実施し，

原子炉減圧後に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を開始する。 

原子炉急速減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出により原子炉水位は低

下し，燃料棒有効長頂部を下回るが，低圧原子炉代替注水系（常設）による

注水が開始されると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率は，原子炉減圧により，

原子炉水位が低下し，炉心が露出することから上昇する。その結果，燃料被

覆管の伝熱様式は核沸騰冷却から蒸気冷却となり熱伝達係数は低下する。そ

の後，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水により，燃料の露出

と冠水を繰り返すため，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率及

び熱伝達係数は増減する。炉心が再冠水すると，ボイド率が低下し，熱伝達

係数が上昇することから，燃料被覆管温度は低下する。 

平均出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率については，原子

炉水位及び原子炉圧力の変化に伴い変化する。崩壊熱除去機能を喪失してい

るため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸気が原子炉格納容器内

に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのため，格

納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却及び格納容器フ

ィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行う。原子炉格納容器除熱は，

事象発生から約30時間経過した時点で実施する。なお，原子炉格納容器除熱

16



2.1-7 

時のサプレッション・プール水位は，真空破壊装置（約5.3m）及びベントラ

イン（約9.1m）に対して，低く推移するため，真空破壊装置の健全性は維持

される。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，第2.1.2－1(7)図に示すとおり，原子炉水位が

回復するまでの間に炉心が一時的に露出するため燃料被覆管の温度が上昇

し，約509℃に到達するが，1,200℃以下となる。燃料被覆管の最高温度は，

平均出力燃料集合体にて発生している。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反

応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの１％以下であり，15％以下となる。 

原子炉圧力は，第2.1.2－1(1)図に示すとおり，逃がし安全弁（逃がし弁

機能）の作動により，約7.59MPa[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却材圧

力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差

（高々約0.3MPa）を考慮しても，約7.89MPa[gage]以下であり，最高使用圧

力の1.2倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱に

より発生する蒸気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧

力及び温度は徐々に上昇するが，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による

原子炉格納容器冷却及び格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器

除熱を行うことによって，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度

の最大値は，約384kPa[gage]及び約153℃に抑えられ，原子炉格納容器の限

界圧力及び限界温度を下回る。 

第2.1.2－1(2)図に示すとおり，低圧原子炉代替注水系（常設）による注

水継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が維持される。その後は，約30時間

後に格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を開始すること

で安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料2.1.1） 

 

格納容器フィルタベント系による格納容器ベント時の敷地境界での実効

線量の評価結果は，事象発生から格納容器フィルタベント系の使用までの時

間が本事象より短く放射性物質の減衰効果が少ない「2.6 ＬＯＣＡ時注水

機能喪失」の実効線量の評価結果以下となり，５mSvを下回ることから，周

辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)から(4)の評価項目及び周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリス

クを与えないことについて，対策の有効性を確認した。 

 

2.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

高圧・低圧注水機能喪失では，高圧注水機能が喪失し，原子炉減圧には成功す

るが，低圧注水機能が喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認

する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作（原子炉急速減圧操作開始），
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格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操作及び格納容器

フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであ

り，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果

の燃料被覆管温度に比べて＋50℃高めに評価することから，解析結果は燃料

棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒

表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（速や

かに注水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始

の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び

酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果

は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆

管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手

順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を十

数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの原子炉格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと

考えられ，実機体系においてはこの解析で確認した不確かさは小さくなるも

のと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切

に再現できていることから，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点として

いる格納容器代替スプレイ系（可搬型）及び格納容器フィルタベント系によ

るベント操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。また，格納容

器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，

ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定デー

タと良く一致することを確認しており，その差異は小さいことから，格納容

器圧力及び温度を操作開始の起点としている格納容器代替スプレイ系（可搬

型）及び格納容器フィルタベント系によるベント操作に係る運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.1.2） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モ

デルの保守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃

料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 
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炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは燃料被覆管

の酸化について，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量に保守的な結果を与え，

燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を十

数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考えら

れ，実機体系においてはこの解析で確認した不確かさは小さくなるものと推

定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現

できているため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，

格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにお

いては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測

定データと良く一致することを確認していることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

 （添付資料 2.1.2） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 2.1.2

－1表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした

場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項目とな

るパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中

で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結

果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に対して最確条件

は約 40.6kW/m 以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした

場合は，燃料被覆管温度の上昇は緩和されるが，操作手順（速やかに注水

手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点

としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水

位の低下は緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和さ

れ，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力

及び温度の上昇が遅くなるが，操作手順(速やかに注水手段を準備するこ

と)に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与え得るが，事象進展に与える影響は小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 
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事故条件の外部電源の有無については，対策の成立性，必要燃料量の観

点から厳しい外部電源がない状態を設定している。なお，外部電源がある

場合は外部電源により電源が供給されるため，低圧原子炉代替注水系（常

設）の起動操作時間は早まる可能性があり，原子炉への注水開始時間も早

まることから，運転員等操作時間に与える影響も小さい。 

機器条件の低圧原子炉代替注水系(常設)は，解析条件の不確かさとして，

実際の注水量が解析より多い場合(注水特性（設計値）の保守性)，原子炉

水位の回復は早くなる。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御

するが，注水後の流量調整操作であることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

(添付資料 2.1.2) 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に対して最確条件

は約 40.6kW/m 以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした

場合は，燃料被覆管温度の上昇は緩和されることから，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水

位の低下は緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和さ

れ，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力

及び温度の上昇は遅くなるが，格納容器圧力及び温度の上昇は格納容器ベ

ントにより抑制されることから，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与え得るが，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，対策の成立性，必要燃料量の観

点から厳しい外部電源がない状態を設定しているが，炉心冷却上厳しくす

る観点から，事象発生と同時に再循環ポンプがトリップせず原子炉水位低

（レベル２）の信号でトリップすることで原子炉水位の低下が早くなるよ

うに外部電源がある状態を包含する条件を設定している。仮に事象発生と

同時に再循環ポンプがトリップする条件を設定した場合は，原子炉水位の

低下が遅くなり，炉心露出時間も短くなることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の低圧原子炉代替注水系(常設)は，解析条件の不確かさとして，

実際の注水量が解析より多い場合(注水特性（設計値）の保守性)，原子炉

水位の回復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。 

(添付資料 2.1.2) 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，「移
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動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因

に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，

運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響

を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の低圧原子炉代替注水系(常設)による原子炉注水操作(原子炉

急速減圧操作開始)は，解析上の操作開始時間として事象発生から 30分後

を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，高圧・低圧注水

機能喪失の認知に係る確認時間及び低圧原子炉代替注水系(常設)による

原子炉注水準備の操作時間は，時間余裕を含めて設定していることから，

その後に行う原子炉急速減圧の操作開始時間は解析上の設定よりも早ま

る可能性があり，原子炉への注水開始時間も早まることから，運転員等操

作時間に与える影響も小さい。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷

却操作は，解析上の操作開始時間として格納容器圧力が 384kPa[gage]到達

時を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，格納容器圧力

の上昇は緩慢であり，継続監視していることから，操作開始の起点である

格納容器圧力 384kPa[gage]到達時点で速やかに操作を実施可能であり，操

作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操作開始時間に与え

る影響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）

の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室の運

転員とは別に現場操作を行う要員を配置しており，他の操作との重複もな

いことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作

は，解析上の操作開始時間としてサプレッション・プール水位が通常水位

＋約 1.3mに到達から 10分後を設定している。運転員等操作時間に与える

影響として，実態の運転操作においては，炉心損傷前の格納容器ベントの

操作実施基準(サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m)に到達す

るのは，事象発生の約 30 時間後であり，格納容器ベントの準備操作は格

納容器圧力の上昇傾向を監視しながらあらかじめ実施可能である。また，

格納容器ベントの操作時間は時間余裕を含めて設定していることから，実

態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与え

る影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響も小さい。ただ

し，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて対

応するため，90分程度操作開始時間が遅れる可能性があるが，原子炉格納

容器の限界圧力は 853kPa[gage]であることから，原子炉格納容器の健全性

という点では問題とはならない。当該操作は，解析コード及び解析条件（操

作条件を除く。）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，

中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もないことから，他の操

作に与える影響はない。なお，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗し

た場合においても，現場操作にて対応することから，他の操作に与える影

響はない。 

(添付資料 2.1.2) 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の低圧原子炉代替注水系(常設)による原子炉注水操作（原子炉
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急速減圧操作開始）は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操

作開始時間は解析上の設定よりも早くなる可能性があり，その場合には燃

料被覆管温度は解析結果よりも低くなることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷

却操作は，運転員等操作時間に与える影響として，格納容器圧力の上昇は

緩慢であり，継続監視していることから，操作開始の起点である格納容器

圧力 384kPa[gage]到達時点で速やかに操作を実施可能であり，実態の操作

開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作

は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上

の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。仮に，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合は，

現場操作にて対応するため，90分程度操作開始時間が遅れる可能性がある。

格納容器ベント操作開始時間が遅くなった場合，格納容器圧力は

384kPa[gage]より若干上昇するため，評価項目となるパラメータに影響を

与えるが，原子炉格納容器の限界圧力は 853kPa[gage]であることから，原

子炉格納容器の健全性という点では問題とはならない。 

（添付資料 2.1.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作（原子炉急

速減圧操作を含む。）については，事象発生から 50 分後（操作開始時間 20 分

程度の遅れ）までに低圧原子炉代替注水系（常設）による注水のための原子炉

減圧が開始できれば，燃料被覆管の破裂及び炉心の著しい損傷は発生せず，評

価項目を満足することから時間余裕がある。格納容器ベント時の敷地境界での

実効線量は燃料被覆管の破裂が発生しないことから，「2.1.2(3) 有効性評価

の結果」と同等となり，５mSvを下回る。 

また，第 2.1.3－1(1)図から第 2.1.3－1(3)図に示すとおり，事象発生から

60分後（操作開始時間 30分程度の遅れ）までに低圧原子炉代替注水系（常設）

による注水のための原子炉減圧が開始できれば，一部の燃料被覆管に破裂が発

生するが，燃料被覆管の最高温度は約 902℃となり 1,200℃以下となることか

ら，炉心の著しい損傷は発生せず，評価項目を満足する。サプレッション・チ

ェンバのベントラインを経由した格納容器フィルタベント系による格納容器

ベント時の敷地境界での実効線量は約 4.8×10-２mSvであり５mSv を下回る。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操

作については，格納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約 22 時間あ

り，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作につ

いては，格納容器ベント開始までの時間は事象発生から約 30 時間あり，準備

時間が確保できることから，時間余裕がある。また，遠隔操作の失敗により，
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格納容器ベント操作開始時間が遅れる場合においても，格納容器圧力は

384kPa[gage]から上昇するが，格納容器圧力の上昇は緩やかであるため，原子

炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage]に至るまでの時間は，過圧の観点で厳し

い「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

いても事象発生約 35 時間後であり，約５時間の準備時間が確保できることか

ら，時間余裕がある。 

（添付資料 2.1.2，2.1.3，3.1.3.8） 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時

間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

2.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，重大事故等

対策時における必要な要員は，「2.1.1(3) 炉心損傷防止対策」に示すとおり

28 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明してい

る運転員，緊急時対策要員等の 45名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，必要な水源，

燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価している。その結

果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水及び格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）による格納容器スプレイについては，７日間の対応を考慮す

ると，合計約 3,600m3の水が必要となる。水源として，低圧原子炉代替注水

槽に約 740m3及び輪谷貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有してい

る。これにより，必要な水源は確保可能である。また，事象発生２時間 30

分以降に輪谷貯水槽（西１／西２）の水を，大量送水車により低圧原子炉代

替注水槽へ給水することで，低圧原子炉代替注水槽を枯渇させることなく低

圧原子炉代替注水槽を水源とした７日間の注水継続実施が可能となる。 

（添付資料2.1.4） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後

から最大負荷での運転を想定すると，７日間の運転継続に約 352m3の軽油が

必要となる。ガスタービン発電機用軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有し

ており，この使用が可能であることから常設代替交流電源設備による電源供

給について，７日間の運転継続が可能である。 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，保守的に事象発生
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後７日間非常用ディーゼル発電機等を最大負荷で運転した場合，運転継続に

約 700m3の軽油が必要となる。大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への

給水及び格納容器スプレイについては，保守的に事象発生直後からの大量送

水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約 11m3の軽油が必要となる。

合計約 711m3の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク（以下「非常用デ

ィーゼル発電機燃料貯蔵タンク等」という。）にて約 730m3の軽油を保有して

おり，この使用が可能であることから非常用ディーゼル発電機等による電源

供給，大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水及び格納容器スプレ

イについて，７日間の運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守的に事象発生直後

から最大負荷での運転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必

要となる。緊急時対策所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，

この使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供給につ

いて，７日間の運転継続が可能である。 

（添付資料 2.1.5） 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機等及び常

設代替交流電源設備によって給電を行うものとする。重大事故等対策時に必

要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用

ディーゼル発電機等による電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負

荷として，約 354kW必要となるが，常設代替交流電源設備は連続定格容量が

約 4,800kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

（添付資料 2.1.6） 

 

2.1.5 結論  

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」では，高圧注水機能が喪

失し，原子炉減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失することで，原子炉水位

の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンス

グループ「高圧・低圧注水機能喪失」に対する炉心損傷防止対策としては，初期

の対策として低圧原子炉代替注水系（常設）及び逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策として格納容器代替スプレイ

系（可搬型）による原子炉格納容器冷却手段及び格納容器フィルタベント系によ

る原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」の重要事故シーケンス「過

渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉減圧，

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水，格納容器代替スプレイ系（可

搬型）による原子炉格納容器冷却及び格納容器フィルタベント系による原子炉格

納容器除熱を実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる
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圧力，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足して

いる。また，安定状態を維持できる。 

なお，格納容器フィルタベント系の使用による敷地境界での実効線量は，周辺

の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策

の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操

作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能で

ある。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，低圧原子炉代替注水系（常設）及び逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）による原子炉注水，格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器

除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効である

ことが確認でき，事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に対して

有効である。 
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第 2.1.1－1(1)図 「高圧・低圧注水機能喪失」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 
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第 2.1.1－1(2)図 「高圧・低圧注水機能喪失」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 
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第 2.1.1－1(3)図 「高圧・低圧注水機能喪失」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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。

※
18
：
機
能
喪
失
し
た
設
備
の
復
旧
手
段
と
し
て
，
除
熱
手
段
で
あ
る
残
留
熱
除
去
系
の
復
旧
手
順
を
整
備
し
て
お
り
，
原
子
炉
補
機
海
水
ポ
ン

プ

電
動
機
の
予
備
品
を
確
保
し
て
い
る
。
 

ま
た
，
可
搬
型
熱
交
換
器
，
可
搬
型
ポ
ン
プ
等
を
用
い
た

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
実
施
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系

 

起
動
 

原
子

炉
圧
力

容
器
・

原
子
炉

格
納
容

器
の
状

態

が
静

定
後
，

燃
料
プ

ー
ル
冷

却
を
再

開
す
る

No
 

Ye
s 

高
圧
／
低
圧
注
水
機
能
 

回
復
操
作
 

<約
16

時
間
> 

<約
33

分
> 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

機
能
喪
失
を
確
認

※
３

※
５

原
子
炉
水
位
 
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（
TA
F）

以
上
 

回
復

※
12
 

<約
32

分
> 

原 子 炉 へ の 注 水

（
燃

料
確
保

操
作
）
 

大
量
送
水
車
 

に
よ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
 

注
水
槽
へ
の
補
給
準
備
 

大
量
送
水
車
 

に
よ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
 

注
水
槽
へ
の
補
給
操
作
 

可
搬
型
設
備
へ
の
 

燃
料
補
給
 

燃
料
補
給
準
備
 

（
適

宜
実
施

）
 

（
適

宜
実
施

）
 

【
  
】
：
時
刻
（
解
析
条
件
）
 

< 
>
：
時
刻
（
解
析
結
果
）

 
残
留
熱
代
替
除
去
系

 

運
転
不
可
能

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
 

Y
e
s 

N
o 

※
１
：

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
に
て
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
し
た
こ
と
を

平
均
出
力
領
域
計
装
に
よ
り
確
認
す
る
。

重
大
事
故
等
発
生
を
通
信
連
絡
設
備
に
よ
り
確
認
し
た
現
場
作
業
員
は
退
避
を
実
施
す
る
。

 

※
２
：

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
で
自
動
起
動
（
解
析
上
の
時
刻
約

21
秒

）
す
る
。

※
３
：

中
央
制
御
室
に
て
，
機
器
ラ
ン
プ
表
示
，
警
報
，
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，

ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
圧
力
等
に
て
確
認
す
る
。

※
４
：

外
部
電
源
喪
失
で
再
循
環
ポ
ン
プ
は
ト
リ
ッ
プ
す
る
が
，
解
析
上
は
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
で
ト
リ
ッ
プ
す
る
。

※
５
：

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
１
Ｈ
）
で
自
動
起
動
（
解
析
上
の
時
刻
約

1
5
分
）
す
る
が
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
正
常
で
な
い
場
合
，
手
動
起
動
す
る

。

※
６
：

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
１
）
で
自
動
起
動
（
解
析
上
の
時
刻
約

24
分
）

す
る
が
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
が
正
常
で
な
い
場
合
，
手
動
起
動
す
る

。

※
７
：

復
水
・
給
水
系
及
び
非
常
用
炉
心
冷
却
系
等
が
起
動
せ
ず
，
原
子
炉
水
位
が
下
降
中

と
な
り
，
代
替
注
水
系
を
起
動
し
た
場
合
，
原
子
炉
を
急
速

減
圧
す
る
。

原
子
炉
急
速
減
圧
時
に
は
原
子
炉
水
位
計
凝
縮
槽
内
の
原
子
炉
冷
却
材
の
減
圧
沸
騰
に
よ
り
原
子
炉
水
位
の
指
示
値
の
信
頼
性
が
損
な
わ
れ
る

 

お
そ
れ
が
あ
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
不
明

で
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

※
８
：
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（
TA
F）

以
下
と
な
っ
た
場
合
は

，
格
納
容
器
水
素
濃
度
，
格
納
容
器
酸
素
濃
度

に
よ
り

格
納
容
器
内
の
水
素
・
酸
素
濃
度
を
確
認
す
る
。
 

※
９
：
炉
心
損
傷
は
，
以
下
に
よ
り
判
断
す
る
。

（
炉
心
損
傷
が
確
認
さ
れ
た

場
合
は
炉
心
損
傷
後
の
手
順
に
移
行
）

・
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
が
設
計
基
準
事
故
相
当
の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
の

10
倍
を
超
え
た
場
合

な
お
，
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
に
よ
る
炉
心
損
傷
発
生
の
判
断
が
で
き
な
い
場
合
は
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

が
30
0℃

以
上
（
１
点
以
上
）
と

な
っ
た
時
点
で
，
炉
心
損
傷
と
判
断
す
る
。

※
10
：

原
子
炉
水
位
不
明
は
以
下
に
よ
り
確
認
す
る
。

・
原
子
炉
水
位
の
電
源
が
喪
失
し
た
場
合

・
各
原
子
炉
水
位
の
指
示
値
に
ば
ら
つ
き
が
あ
り
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（

TA
F）

以
上
で
あ
る
こ
と
が
判
定
で
き
な
い
場
合

・
水
位
不
明
判
断
曲
線
の
「
水
位
不
明
領
域
」
に
入
っ
た
場
合

・
凝
縮
槽
液
相
部
温
度
と
気
相
部
温
度
が
ほ
ぼ
一
致
し
，
有
意
な
差
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合

※
11
：

原
子
炉
水
位
不
明
の
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
を
満
水
と
し
，
原
子
炉
圧
力
と
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
の
差
圧
を

確
認
す
る

こ
と
で
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（
TA
F）

以
上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る

。
 

※
12
：

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
に
よ
り
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（
TA
F）

回
復
を
確
認
し
た
場
合
は
，

燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（
TA
F）

以
下
継
続
時
間
を

測
定
し
，「

最
長
許
容
炉
心
露
出
時
間
」
の
禁
止
領
域
に
入
っ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
炉
心
損
傷
の
有
無
を
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射

線
 

モ
ニ
タ
等
に
よ
り
確
認
す
る
。

※
13
：
ベ
ン
ト
準
備
操
作
と
し
て
，
第

２
弁
の
開
操
作
及
び
Ｆ
Ｃ
Ｖ
Ｓ
排
気
ラ
イ
ン
ド
レ
ン
排
出
弁
の

閉
操
作
を
実
施
す
る
。

※
14
：

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
の
注
水
量
は

12
0m

3
/h

と
し
，
格
納
容
器
圧
力

38
4
kP
a[
ga
ge
]到

達
で
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
行
う
。

格
納
容
器
圧
力

33
4k
Pa
[g
ag
e]
ま
で
低
下
後
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
停
止
す
る
。

 

再
度
，
格
納
容
器
圧
力

38
4k
Pa
[g
ag
e]
到
達
で
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を

繰
り
返
す
。
 

※
15
：

格
納
容
器
ベ
ン
ト
操
作
前
に
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
隔
離
状
態
を
確
認
し
水
位
を
高
め
に
維
持
す
る
。

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
熱
放
出
を
抑
制
し
圧
力
上
昇
を
抑
制
す
る
。
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る

 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

※
14
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

通
常
水
位
＋
約

1.
3ｍ

到
達

※
1
6

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る

 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

停
止
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系

（
可
搬
型
）
系
統
構
成

<約
22

時
間
> 

<約
30

時
間
> 

29



2.1-20 

第 2.1.1-3 図 「高圧・低圧注水機能喪失」の作業と所要時間 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮 ※シュラウド内水位に基づく時間

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認／逃がし安全弁（逃がし弁機能）による

原子炉圧力制御確認

・ 原子炉隔離時冷却系機能喪失確認

・ 高圧炉心スプレイ系機能喪失確認

・ 高圧原子炉代替注水系起動操作 解析上考慮せず

・ 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系機能喪失確認

・ 非常用ガス処理系自動起動確認 解析上考慮せず

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，

残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備起動操

作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

原子炉急速減圧操作
（1人）

A
― ・ 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個　手動開放操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作 原子炉水位をレベル3～レベル8で維持

― ・ 放射線防護具準備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

（大量送水車配置，ホース展張・接続）

―
（2人）

a,b
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

原子炉満水操作
（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉への注水流量の増加 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 10分

― ― ・ 放射線防護具準備 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作）

―
（2人）

e,f
・ ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁閉操作 40分

― ・ 放射線防護具準備 10分

― ・ 第１ベントフィルタ出口水素濃度準備

―
（2人）

c,d
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給

タンクローリ残量に応じて適宜非常

用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク

等から補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車への補給

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
１人

A

18人

a～r

　適宜実施

―
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

2人

B,C

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

燃料補給準備

―

2人

q,r

10分

― 2時間30分

―

1時間30分
（2人）

B,C

格納容器ベント操作

―

2時間―

解析上考慮せず

―

―

―
2人

o,p
2時間

1時間20分

2人

B,C
解析上考慮せず

―
格納容器圧力が384kPa[gage]に到達後，原子炉格納容器空間部への熱放出を防止するため，

原子炉への注水流量を増やして原子炉水位をできるだけ高く維持する

格納容器ベント準備操作

―

　 適宜実施

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

― 　　適宜実施

― 　　適宜実施

2時間10分

―

輪谷貯水槽（西１／西２）か

ら低圧原子炉代替注水槽への

補給

―

14人

a～n

10分

―

―

― 10分

― 10分

―

― 10分

状況判断
1人

A
― ― 10分

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

　原子炉スクラム

通報連絡者
緊急時対策

本部要員
5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（現場）

32 5 6 722 23 24 29 30 316 15 16 17 18 2160 1 2 3 4 5

高圧・低圧注水機能喪失

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40 50

30分 原子炉急速減圧 約16時間 格納容器圧力245kPa[gage]到達

約30時間 サプレッション・プール水位
通常水位＋約1.3ｍ到達

約46分 原子炉水位燃料棒有効長頂部回復※

10分 常設代替交流電源設備による給電

約15分 原子炉水位低（レベル１Ｈ）

約24分 原子炉水位低（レベル１）

約32分 原子炉水位燃料棒有効長頂部到達※

約21秒 原子炉水位低（レベル２）

プラント状況判断

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分後から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

適宜実施

約33分 低圧原子炉代替注水系（常設） 原子炉注水開始 約22時間 格納容器圧力384kPa[gage]到達

30



 

2.1-21 

 
 第 2.1.2－1(1)図 原子炉圧力の推移 

 
 

第 2.1.2－1(2)図 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移※2 
※1 ＳＡＦＥＲでは，炉心シュラウド内側を下から炉心下部プレナム，炉心，炉心上部プレナムの領域に分け水位を計算している。ここで

は炉心上部プレナムについては下限の水位（ノード内水位なしの状態），平均出力燃料集合体及び炉心下部プレナムについては，上限

の水位（ノード内の満水状態）が示されている。例えば，炉心上部プレナムの水位を「下限の水位」と表現しているのは，その領域の

冷却材が完全になくなった状態を示し，炉心部又は平均出力燃料集合体と炉心下部プレナムの水位を「上限の水位」と表現しているの

は，各々の領域が満水となっている状態を示している。 

  なお，図の点線は炉心上部プレナム，実線は平均出力燃料集合体，一点破線は炉心下部プレナムのそれぞれの領域の推移を示す。 

※2 シュラウド内外水位はボイドを含む二相水位を示しており，二相水位評価の範囲としてボイド率を 0.9 と制限している。（蒸気単相を

仮定している蒸気ドームを除く各領域では，水と蒸気の質量及び二相混合相のボイド率が計算され，二相混合体積から二相水位を求めて

いる。ボイド率 1.0 となるまで二相混合体積を計算し続けると，水がほぼない状態でも，二相混合体積（水位）として扱われるため水位

を高めに評価することとなる。） 

※3 平均出力燃料集合体とは，「炉心の平均的な出力を設定した燃料集合体」を言う。 

※4 燃料棒有効長頂部及び燃料棒有効長底部にあたる位置を図に破線で示す。  
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2.1-22 

 

第 2.1.2－1(3)図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 
 

 

第 2.1.2－1(4)図 注水流量の推移 
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2.1-23 

 

第 2.1.2－1(5)図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

第 2.1.2－1(6)図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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2.1-24 

 

第 2.1.2－1(7)図 燃料被覆管温度の推移 

 

 

第 2.1.2－1(8)図 燃料被覆管の最高温度発生位置における 

熱伝達係数の推移 

  

34



 

2.1-25 

 

第 2.1.2－1(9)図 燃料被覆管の最高温度発生位置における 

ボイド率の推移 

 

 

第 2.1.2－1(10)図 平均出力燃料集合体のボイド率の推移※ 
 

※平均出力燃料集合体内に水位があることから，二相水位以下のボイド率を示している。 
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2.1-26 

 

第 2.1.2－1(11)図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

 
※１炉心下部プレナム水位形成により水位以下の体積が減少していること，及び炉心下部プレナムでの

ボイド上昇が抑えられたことから，ボイド率が相対的に増加している。 

※２炉心下部プレナム部ではＣＣＦＬ（気液対向流制限）が発生しており，炉心部からの原子炉冷却材

の落下が断続的に繰り返されるためボイド率が増減する。 
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2.1-27 

 
 

第 2.1.2－1(12)図 燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度 

と燃料被覆管の円周方向の応力の関係 
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2.1-28 

 
 

第 2.1.2－1(13)図 格納容器圧力の推移 
 

 

第 2.1.2－1(14)図 格納容器温度の推移 
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2.1-29 

 

 

 

第 2.1.2－1(15)図 サプレッション・プール水位の推移 
 

 

 

第 2.1.2－1(16)図 サプレッション・プール水温度の推移 
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2.1-30 

 

 
第 2.1.3－1(1)図 操作開始時間 30分遅れのケースにおける 

原子炉圧力の推移 

 

 

第 2.1.3－1(2)図 操作開始時間 30分遅れのケースにおける原子炉水位 

（シュラウド内外水位）の推移 
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2.1-31 

 
 

第 2.1.3－1(3)図 操作開始時間 30分遅れのケースにおける 

燃料被覆管温度の推移 
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2.1-32 

第
2.
1.
1－

1
表
 
「
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
」

の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

（
１
／

３
）

 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

外
部
電
源
喪
失
及
び
原
子
炉
ス

ク
ラ
ム
確
認

 

原
子
炉
の
出
力
運
転
中
に
外
部
電
源
喪
失
と
な
り
，

運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
又
は
設
計
基
準
事
故

が
発
生
し
て
原
子
炉
が
ス
ク
ラ
ム
し
た
こ
と
を
確

認
す
る
。
 

【
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

等
】

※
 

【
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
燃
料
 

貯
蔵
タ
ン
ク

等
】

※
 

－
 

平
均
出
力
領
域
計
装

※
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
確
認

 

各
ポ
ン
プ
の
起
動
失
敗
又
は
各
ポ
ン
プ
の
出
口
流

量
の
指
示
が
上
昇
し
な
い
こ
と
に
よ
り
高
圧
・
低
圧

注
水
機
能
喪
失
を
確
認
す
る
。

 

－
 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
 

【
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

】
※
 

【
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

※
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
】

※
 

【
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
】

※
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
に
よ
る

原
子
炉
注
水

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
確
認
後
，
高
圧
原
子
炉
代
替
注

水
系
を
起
動
し
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
。

 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

※
 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

逃
が
し
安
全
弁

に
よ
る
原
子
炉
急

速
減
圧

 

高
圧
・
低
圧
注
水
機

能
喪
失
確
認
後
，
低
圧
原
子
炉

代
替
注
水
系
（
常
設
）
を
起
動
し
，
中
央
制
御
室
に

て
逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付
き
）
６
個
を

全
開
し
，
原
子
炉
急
速
減
圧
を
実
施
す
る
。

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水

ポ
ン
プ
 

逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付
き
）

※
 

－
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力

※
 

※
：
既
許

可
の
対

象
と

な
っ

て
い

る
設

備
を

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

位
置

付
け

る
も

の
 

【
 

】
：

重
大

事
故

等
対

処
設

備
（

設
計

基
準

拡
張

）
 

有
効

性
評

価
上

考
慮

し
な

い
操

作
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2.1-33 

第
2.
1.
1－

1
表
 
「
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
」

の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

（
２
／

３
）

 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設

）

に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
原
子
炉
急
速
減
圧
に
よ
り
，

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
系
統
圧
力
を

下
回
る
と
原
子
炉
注
水
が
開
始
さ
れ
，
原
子
炉
水
位

が
回
復
す
る
。
原
子
炉
水
位
は
原
子
炉
水
位

低
（
レ

ベ
ル
３
）
か
ら
原
子
炉
水
位

高
（
レ
ベ
ル
８
）
の
間

で
維
持
す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
燃
料
貯
蔵

タ
ン
ク
等

※
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水

ポ
ン
プ
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力

※
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器

冷
却
 

格
納
容
器
圧
力
が

3
84
kP
a[
ga
ge
]に

到
達
し
た
場

合
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ

り
原
子
炉
格
納
容
器
冷
却
を
実
施
す
る
。

 

格
納
容
器
圧
力
が

3
34
kP
a[
ga
ge
]ま

で
降
下
し
た

場
合
，
又
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
が
通

常
水
位
＋
約

1
.3

m
に
到
達
し
た
場
合
は
，
格
納
容

器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
格
納
容
器

ス
プ
レ
イ
を
停
止
す
る
。

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
燃
料
貯
蔵

タ
ン
ク
等

※
 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
） 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

 

※
：
既
許

可
の
対

象
と

な
っ

て
い

る
設

備
を

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

位
置

付
け

る
も

の
 

【
 

】
：

重
大

事
故

等
対

処
設

備
（

設
計

基
準

拡
張

）
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2.1-34 

第
2.
1.
1－

1
表
 
「
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
」

の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

（
３
／
３
）

 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に

よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
が
通
常
水
位
＋
約

1
.
3m

に
到
達
し
た
場

合
，
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ

ン
ト
系
に
よ
る
原
子
炉

格
納
容
器
除
熱
を
実
施
す

る
。
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系

 
－
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ

） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ

）
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

※
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

※
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
 

モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
 

※
：
既
許

可
の
対

象
と

な
っ

て
い

る
設

備
を

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

位
置

付
け

る
も

の
 

【
 

】
：

重
大

事
故

等
対

処
設

備
（

設
計

基
準

拡
張

）
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2.1-35 

第
2.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
）（

１
／
４

）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

原
子
炉
側
：
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
 

格
納
容
器
側
：
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
 

－
 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱

出
力
 

2,
43
6M
W 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧

力
 

6.
93
MP
a
[g
ag
e]
 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定

 

原
子
炉
水

位
 

通
常
運
転
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
1
03
t/
h 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

炉
心
入
口

温
度
 

約
27
8℃

 
熱
平
衡
計
算
に
よ
る
値
 

炉
心
入
口

サ
ブ
ク
ー
ル
度
 

約
９
℃
 

熱
平
衡
計
算
に
よ
る
値
 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等

で
あ
り
，
そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
の
保
守
性
に
包
絡
さ
れ
る

こ
と
，
ま
た
，
９
×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，

燃
料
被
覆
管
温
度
上
昇
の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９

×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９

×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

燃
料
棒
最

大
線
出
力
密
度
 

44
.0
kW
/
m 

通
常
運
転
時
の
熱
的
制
限
値
（
高
出
力
燃
料
集
合
体
）
 

原
子
炉
停

止
後
の
崩
壊
熱
 

Ａ
Ｎ
Ｓ
Ｉ
／
Ａ
Ｎ
Ｓ
－
5.
1－

19
79
 

（
燃
焼
度

33
GW
d/
t）

 
サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
1
0
％
の
保
守
性
を
考
慮
 

格
納
容
器

容
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除
い

た
値
）
を
設
定
 

格
納
容
器

容
積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
） 

空
間
部
：
4,
70
0m

3  

液
相
部
：
2,
80
0m

3  

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物

の
体
積
を
除
い
た
値
）
を
設
定

 

真
空
破
壊
装
置
 

3.
43
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値
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2.1-36 

第
2.
1.
2－

1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
）（

２
／
４

）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件 

サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

3.
61
m（

通
常
運
転
水
位
）
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定
 

サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器

圧
力
 

５
kP
a[
ga
ge
] 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器

温
度
 

57
℃
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度
と
し
て
設
定
 

外
部
水
源
の
温
度
 

35
℃
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し
て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温
度
を
踏
ま
え

て
設
定
 

事 故 条 件  

起
因
事
象
 

給
水
流
量
の
全
喪
失
 

原
子
炉
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
事
象
を
設
定
 

安
全
機
能

の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
 

低
圧
注
水
機
能
喪
失
 

高
圧
注
水
機
能
と
し
て
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と
し
て
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
及
び
残
留

熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）

の
機
能
喪
失
を
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

外
部
電
源
な
し
の
場
合
は
，
対
策
の
成
立
性
，
必
要
燃
料
量
の
観
点
で
厳
し

く
な
る
こ
と
か
ら
，
外
部
電
源
な
し
を
設
定
 

ま
た
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
ま
で
の
炉
心
の
冷
却
の
観
点
で
厳
し
く
な
り
，
外

部
電
源
が
あ
る
場
合
を
包
含
す
る
条
件
と
し
て
，
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ

は
，
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
信
号
に
て
発
生
す
る
も
の
と
す
る
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2.1-37 

第
2.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
）（

３
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件
 

原
子
炉
ス

ク
ラ
ム
信
号
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
 

（
遅
れ
時
間
：
1.
05

秒
）
 

保
有
水
量

の
低
下
を
保
守
的
に
評
価
す
る
ス
ク
ラ
ム
条
件
を
設
定
 

逃
が
し
安

全
弁
 

逃
が
し
弁
機
能
 

7.
58
MP
a[
ga
g
e]
×
２
個
，
36
7t
/h
/個

 

7.
65
MP
a[
ga
g
e]
×
３
個
，
37
0t
/h
/個

 

7.
72
MP
a[
ga
g
e]
×
３
個
，
37
3t
/h
/個

 

7.
79
MP
a[
ga
g
e]
×
４
個
，
37
7t
/h
/個

 

逃
が
し
安

全
弁
の
逃
が
し
弁
機
能
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付
き

）
の
６

個
を
開
す
る
こ
と
に
よ
る
原
子
炉
急
速

減
圧
 

〈
原
子
炉
圧
力
と
逃
が
し
安
全
弁
１
個
当
た
り
の
蒸
気
流
量
の
関
係
〉

 

 

逃
が

し
安

全
弁

の
設

計
値

に
基

づ
く

蒸
気

流
量

及
び

原
子

炉
圧

力
の

関

係
か
ら
設

定
 

低
圧
原
子

炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

最
大

25
0m

3
/h

に
て
原
子
炉
注
水
，
そ
の
後
は

炉
心
を
冠
水
維
持
可
能
な
注
水
量
に
制
御
 

低
圧
原
子

炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

 

格
納
容
器

代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

12
0m

3 /
h
に
て
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
ス
プ
レ

イ
 

格
納
容
器

温
度
及
び
圧
力
抑
制
に
必
要
な
ス
プ
レ
イ
流
量
を
考
慮
し
，
設

定
 

格
納
容
器

フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
 

格
納
容
器
圧
力

42
7k
Pa
[g
ag
e]
に
お
け
る
最

大
排
出
流
量

9.
8k
g/
s
に
対
し
て
，
第
１
弁
の

中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
る
全
開

操
作
に
て
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
 

格
納
容
器

フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

0
2

4
6

8
1
0

蒸 気 流 量

原
子

炉
圧

力
（

M
P
a
[
a
b
s
]
）

（
t
/
h
）

0
.
0
 

0
.
5
 

1
.
0
 

1
.
5
 

2
.
0
 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

原子炉圧力（MPa[gage]）

流
量

（
m3
/h

）
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2.1-38 

第
2.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
）（

４
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件 

常
設
代
替

交
流
電
源
設
備
の
起
動
，
受
電
及
び
低

圧
原
子
炉

代
替
注
水
系
（
常
設
）
起
動
，
系
統
構

成
 

事
象
発
生
か
ら

10
分
後
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
を
確
認
後
実
施
す
る
が
，
事
象
判
断
時
間
を

考
慮
し
て
，
事
象
発
生
か
ら

1
0
分
後
に
開
始
し
，
操
作
時
間
は

20
分
間

と
し
て
設
定
 

逃
が
し
安

全
弁
に
よ
る
原
子
炉
急
速
減
圧
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

30
分
後
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

格
納
容
器

代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る

格
納
容
器

冷
却
操
作
 

格
納
容
器
圧
力

38
4k
Pa
[g
ag
e]

到
達
時
 

38
4～

33
4k
Pa
[g
ag
e]
の
範
囲
で
維
持
 

格
納
容
器
最
高
使
用
圧
力
に
対
す
る
余
裕
を
考
慮
し
て
設
定

 

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

に
よ

る
原

子
炉

格
納
容
器

除
熱
操
作
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
が
通
常

水
位

＋
約

1.
3m

（
真

空
破

壊
装

置
下
端

－
0.
45
m）

到
達
か
ら

10
分
後

 

中
央
制
御
室
に
お
け
る
操
作
所
要
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

操
作
開
始

条
件
は
格

納
容
器
最

高
使
用

圧
力
に
対

す
る
余
裕

を
考
慮

し
て

設
定
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2.3.1-1 

2.3 全交流動力電源喪失 

2.3.1 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 

2.3.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」に含まれる事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）

失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」では，全交流

動力電源喪失後，原子炉隔離時冷却系が自動起動し，設計基準事故対処設備と

して期待する期間は運転を継続するものの，その期間を超えた後に蓄電池の直

流電源供給能力が枯渇して原子炉隔離時冷却系に期待できなくなることを想

定する。このため，逃がし安全弁による圧力制御に伴う蒸気流出により原子炉

圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低下することから，緩和措置が

とられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，直

流電源が枯渇した以降の原子炉圧力容器内への注水機能を喪失したことによ

って炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対

策の有効性評価には，直流電源及び交流電源供給機能に対する重大事故等対処

設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，所内常設蓄電式直流電源設備

から電源を給電した原子炉隔離時冷却系による原子炉注水によって事象発生

８時間後まで炉心を冷却し，その後，逃がし安全弁の手動開操作により原子炉

を減圧し，原子炉減圧後に低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水

によって事象発生24時間30分後まで炉心を冷却し，常設代替交流電源設備によ

る給電後に残留熱除去系（低圧注水モード）により炉心を冷却することによっ

て炉心損傷の防止を図る。また，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原

子炉格納容器冷却並びに残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去

系（サプレッション・プール水冷却モード）による原子炉格納容器除熱を実施

する。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」における機能

喪失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能と

するため，初期の対策として原子炉隔離時冷却系，低圧原子炉代替注水系（可

搬型）及び逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉注水手段を整備し，

安定状態に向けた対策として，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を開維持す

ることで，残留熱除去系（低圧注水モード）による炉心冷却を継続する。 

また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策とし

て格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却手段並びに残

留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッション・プー

ル水冷却モード）による原子炉格納容器除熱手段を整備する。これらの対策の

概略系統図を第2.3.1.1－1(1)図から第2.3.1.1－1(3)図に，手順の概要を第
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2.3.1-2 

2.3.1.1－2図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重

大事故等対策における設備と操作手順の関係を第2.3.1.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスにおいて，重大事故等対策

に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計31

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員５名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は５名，緊急時対策要

員（現場）は19名である。必要な要員と作業項目について第2.3.1.1－3図に示

す。 

 

ａ．全交流動力電源喪失及び原子炉スクラム確認 

外部電源が喪失するとともに，すべての非常用ディーゼル発電機等が機能

喪失する。これにより非常用高圧母線（6.9kV）が使用不能となり，全交流

動力電源喪失に至る。全交流動力電源喪失の発生により原子炉がスクラムし

たことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域計装

である。 

 

ｂ．原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水位低（レベル２）

で原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始することにより，原

子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備

は，原子炉水位（広帯域），原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル２）から原子炉

水位高（レベル８）の間で維持する。 

 

ｃ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機

等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，

早期の電源回復不能と判断する。これにより，常設代替交流電源設備，原子

炉補機代替冷却系及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）の準備を開始する。 

 

ｄ．直流電源負荷切離し及び切替え 

原子炉隔離時冷却系で使用している直流電源の枯渇を防止するため，事象

発生から8.5時間経過するまでに現場にて不要な負荷の切離し及び所内常設

蓄電式直流電源設備切替え操作（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄電池

（ＳＡ））を実施することにより24時間にわたって直流電源の供給を行う。

所内常設蓄電式直流電源設備切替え操作（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V

系蓄電池（ＳＡ））を実施する前に，監視計器用直流電源切替え操作を実施

する。また，逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作を実施する前に，逃が

し安全弁用直流電源切替え操作を実施する。 

 

ｅ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備として，原子炉

50



2.3.1-3 

建物原子炉棟内の操作にて原子炉注水に必要な電動弁（Ａ－ＲＨＲ注水弁及

びＦＬＳＲ注水隔離弁）の手動開操作を実施する。 

屋外操作にて大量送水車の準備及びホース展張を実施する。また，大量送

水車の燃料補給準備を実施する。 

 

ｆ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備が完了後，サプ

レッション・プール水温度100℃で，中央制御室からの遠隔操作によって逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を手動開操作し原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力（ＳＡ），

原子炉圧力，サプレッション・プール水温度（ＳＡ）である。 

 

ｇ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉急速減圧により，原子炉

圧力が低圧原子炉代替注水系（可搬型）の系統圧力を下回ると原子炉注水が

開始され，原子炉水位が回復する。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水を確認するために必要

な計装設備は，原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域），低圧原子炉代

替注水流量等である。 

 

ｈ．格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び雰囲気温度が上昇

する。格納容器圧力が384kPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気

温度が171℃に接近した場合は，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による

原子炉格納容器冷却を実施する。 

原子炉建物原子炉棟内の操作にて原子炉格納容器冷却に必要な電動弁（Ａ

－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁）の手動開操作を実施することで原子

炉格納容器冷却が開始される。 

なお，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水と格納容器代替

スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却は同時に実施する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却を確認する

ために必要な計装設備は，ドライウェル圧力（ＳＡ），格納容器代替スプレ

イ流量等である。 

 

ｉ．残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，残留熱除去系（格納

容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱の準備操作として，中央制御室

からの遠隔操作により原子炉補機冷却系を手動起動し残留熱除去系（格納容

器冷却モード）による原子炉格納容器除熱を開始する。 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱を確認す

るために必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出口流量等である。 

 

ｊ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を開始し，低圧原子炉

代替注水系（可搬型）による原子炉注水を停止する。 
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残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を確認するために必要

な計装設備は，原子炉水位（広帯域），残留熱除去ポンプ出口流量等である。 

原子炉水位を原子炉水位高（レベル８）まで上昇させた後，中央制御室か

らの遠隔操作により残留熱除去系（低圧注水モード）運転から残留熱除去系

（格納容器冷却モード）運転に切り替える。 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）運転時に，原子炉水位が原子炉水位

低（レベル３）まで低下した場合は，中央制御室からの遠隔操作により残留

熱除去系（格納容器冷却モード）の運転を停止し，残留熱除去系（低圧注水

モード）による原子炉注水を実施する。 

原子炉水位高（レベル８）まで原子炉水位が回復した後，原子炉注水を停

止し，残留熱除去系（格納容器冷却モード）の運転を再開する。 

また，残留熱除去系（格納容器冷却モード）の運転時に，格納容器圧力が

13.7kPa［gage］まで低下した場合は，残留熱除去系（サプレッション・プ

ール水冷却モード）による原子炉格納容器除熱に切り替える。 

以降，炉心冷却及び原子炉格納容器除熱は，残留熱除去系により継続的に

行う。 

 

2.3.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源喪失

を起因事象とし，すべての非常用ディーゼル発電機等を喪失することで原子炉

隔離時冷却系を除く注水機能を喪失する「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，

Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液

熱非平衡，沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，

気液分離（水位変化）・対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・

凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・

差圧流）及びＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）並びに原子炉格納容

器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液

界面の熱伝達，スプレイ冷却及びサプレッション・プール冷却が重要現象とな

る。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過

渡変化解析コードＳＡＦＥＲ及びシビアアクシデント総合解析コードＭＡＡ

Ｐにより原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器

温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第

2.3.1.2－1表に示す。また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス

特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 
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(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部

電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

すべての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力電

源を喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象として，外部電源を

喪失するものとしている。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは原子炉水位低（レベル３）信号によるものとする。 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴うタービントリ

ップによる主蒸気止め弁閉スクラム信号及び原子炉保護系電源喪失によ

る原子炉スクラムについては保守的に期待しないものとする。 

(b) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系は原子炉水位低（レベル２）で自動起動し，91m3/h

（8.21～0.74MPa[gage]において）の流量で注水するものとする。 

(c) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑えるものとする。また，原子炉減圧には逃がし安全弁（自

動減圧機能付き）（６個）を使用するものとし，容量として，１個当たり

定格主蒸気流量の約８％を処理するものとする。 

(d) 低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

逃がし安全弁による原子炉減圧後に，70m3/hにて原子炉注水し，その後

は炉心を冠水維持するように注水するものとする。また，原子炉注水と格

納容器スプレイを同時に実施する場合は，30m3/hにて原子炉へ注水する。 

(e) 格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，120m3/hに

て原子炉格納容器内にスプレイする。 

(f) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，1,136m3/h（0.14MPa［dif］にお

いて）（最大1,193 m3/h）の流量で注水するものとする。 

(g)  残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール水冷却モード） 

原子炉水位を原子炉水位高（レベル８）まで上昇させた後に，残留熱除

去系（格納容器冷却モード）を使用する場合は，1,218m3/hにて原子炉格納

容器内にスプレイするものとする。また，伝熱容量は，熱交換器１基当た

り約９MW（サプレッション・プール水温度52℃，海水温度30℃において）

とする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 
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(a) 交流電源は24時間使用できないものとし，事象発生から24時間後に常設

代替交流電源設備によって供給を開始する。 

(b) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，サプレッション・プール水

温度が100℃に到達する事象発生から８時間後に開始する。 

(c) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操作は，

格納容器圧力が384kPa[gage]に到達した場合に実施する。なお，格納容器

代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却は，残留熱除去系（格

納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱を開始する前に停止する。 

(d) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操作及び残留熱除去

系（格納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱操作は，常設代替交

流電源設備による交流電源の供給開始後に，残留熱除去系の起動操作に要

する時間を考慮して，事象発生から24時間30分後に実施する。 

(e) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操作は，残留熱除去

系（格納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱開始後に，原子炉水

位が原子炉水位低（レベル３）に到達した場合に開始する。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及び

シュラウド内外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力

容器内の保有水量の推移を第2.3.1.2－1(1)図から第2.3.1.2－1(6)図に，燃料

被覆管温度，高出力燃料集合体のボイド率及び炉心下部プレナム部のボイド率

の推移を第2.3.1.2－1(7)図から第2.3.1.2－1(9)図に，格納容器圧力，格納容

器温度，サプレッション・プール水位及びサプレッション・プール水温度の推

移を第2.3.1.2－1(10)図から第2.3.1.2－1(13)図に示す。 

 

※ シュラウド内は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示してい

るため，シュラウド外の水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非

常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉水位（広帯域）の水位及び運転員

が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位（広帯域・狭帯域）の水

位は，シュラウド外の水位であることから，シュラウド内外の水位を併せ

て示す。なお，水位が燃料棒有効長頂部付近となった場合には，原子炉水

位（燃料域）にて監視する。原子炉水位（燃料域）はシュラウド内を計測

している。 

 

ａ．事象進展 

全交流動力電源喪失後，原子炉水位低（レベル３）信号が発生して原子炉

がスクラムし，また，原子炉水位低（レベル２）で原子炉隔離時冷却系が自

動起動して原子炉水位は維持される。再循環ポンプについては，外部電源喪

失により，事象発生とともに２台すべてがトリップする。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，事象発生から8.5時間経過するまでに現

場にて不要な負荷の切離し及び直流電源切替え（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１

－115V系蓄電池（ＳＡ））を実施することにより，24時間にわたり，重大事故

等の対応に必要な設備に電源を供給する。 

事象発生８時間までの間，原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル２）

での自動起動及び原子炉水位高（レベル８）でのトリップを繰り返すことに
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よって，原子炉水位は適切に維持される。 

（添付資料2.3.1.1，2.3.1.2） 

事象発生から８時間経過した時点で，中央制御室からの遠隔操作により逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を手動開することで，原子炉の急速減

圧を実施し，原子炉減圧後に低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉

注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出によ

り原子炉水位は低下するが，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉

注水が開始され，原子炉水位が回復する。 

事象発生から24時間経過した時点で，常設代替交流電源設備による交流電

源の供給を開始し，その後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系

（格納容器冷却モード）を起動し原子炉格納容器除熱を開始するが，原子炉

水位が原子炉水位低（レベル３）まで低下した場合に，残留熱除去系（低圧

注水モード）に切り替え，原子炉注水を開始することで，その後も原子炉水

位は適切に維持される。 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発

生する蒸気が原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は

徐々に上昇する。そのため，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子

炉格納容器冷却を行い，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始

した後は残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱を

行う。原子炉格納容器除熱は，事象発生から24時間30分経過した時点で実施

する。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，第2.3.1.2－1(7)図に示すとおり，初期値（約

309℃）を上回ることなく，1,200℃以下となる。また，燃料被覆管の酸化量

は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの１％以下であり，15％以下と

なる。 

原子炉圧力は，第2.3.1.2－1(1)図に示すとおり，逃がし安全弁（逃がし

弁機能）の作動により，約7.59MPa[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却材

圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との

差（高々約0.3MPa）を考慮しても，約7.89MPa[gage]以下であり，最高使用

圧力の1.2倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱に

より発生する蒸気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧

力及び温度は徐々に上昇するが，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による

原子炉格納容器冷却と残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去

系（サプレッション・プール水冷却モード）による原子炉格納容器除熱を行

うことによって，格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約

384kPa[gage]及び約151℃に抑えられ，原子炉格納容器の限界圧力及び限界

温度を下回る。 

（添付資料2.3.1.3） 

第2.3.1.2－1(2)図に示すとおり，原子炉隔離時冷却系及び低圧原子炉代

替注水系（可搬型）による注水継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が維持

される。その後は，24時間30分後に残留熱除去系（格納容器冷却モード）に

よる原子炉格納容器除熱を実施することで安定状態が確立し，また，安定状
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態を維持できる。 

（添付資料2.3.1.4） 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

 

2.3.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）では，全交流動力電源喪失後，原子炉隔離時

冷却系が自動起動し，設計基準事故対処設備として期待する期間は運転を継続す

るものの，その期間を超えた後に蓄電池の直流電源供給能力が枯渇して原子炉隔

離時冷却系に期待できなくなることが特徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与

えると考えられる操作として，直流電源の負荷切離し操作及び所内常設蓄電式直

流電源設備切替え操作（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄電池（ＳＡ）），逃

がし安全弁による原子炉急速減圧操作及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）に

よる原子炉格納容器冷却操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであ

り，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは，炉心が

冠水維持する場合では燃料被覆管温度は上昇しないため不確かさは小さい。

操作手順（原子炉減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはなく，

燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び

酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果

は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆

管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手

順（原子炉減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を

十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの原子炉格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと

考えられ，実機体系においてはこの解析で確認した不確かさは小さくなるも

のと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切

に再現できていることから，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点として

いる格納容器代替スプレイ系（可搬型）に係る運転員等操作時間に与える影
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響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱

伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝

縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確認しており，その差異

は小さいことから，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている格納

容器代替スプレイ系（可搬型）に係る運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

（添付資料 2.3.1.5） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，炉心が冠水維持される

実験解析では燃料被覆管温度をほぼ同等に評価する。有効性評価解析におい

ても，原子炉水位は燃料棒有効長頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持さ

れるため，燃料被覆管の最高温度は初期値（約309℃）を上回ることはない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは，燃料被覆

管の酸化について，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量に保守的な結果を与え，

燃料被覆管温度を高めに評価するが，原子炉水位は燃料棒有効長頂部を下回

ることなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値（約

309℃）を上回ることはないことから，評価項目となるパラメータに与える

影響はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を

十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考えら

れ，実機体系においてはこの解析で確認した不確かさは小さくなるものと推

定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現

できているため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，

格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにお

いては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測

定データと良く一致することを確認していることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

 （添付資料 2.3.1.5） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第2.3.1.2

－1表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした

場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項目とな

るパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中

で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結

果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は

約40.6kW/m以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合
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は，燃料被覆管温度の上昇は緩和されるが，操作手順（原子炉減圧後速や

かに低圧注水に移行すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開

始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約30GWd/tであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水

位の低下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることか

ら，格納容器圧力及び温度の上昇が遅くなるが，操作手順（格納容器圧力

に応じて格納容器スプレイを実施すること）に変わりはないことから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与え得るが，事象進展に与える影響は小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

機器条件の残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧原子炉代替注水系

（可搬型）は，解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析より多い

場合（注水特性（設計値）の保守性)，原子炉水位の回復は早くなる。水

位回復後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は

約40.6kW/m以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合

は，燃料被覆管温度の上昇は緩和されるが，原子炉水位は燃料棒有効長頂

部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度

は初期値（約309℃）を上回ることはないことから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約30GWd/tであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水

位の低下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなり，格納

容器圧力及び温度の上昇は遅くなるが，格納容器圧力及び温度の上昇は格

納容器スプレイにより抑制されることから，評価項目となるパラメータに

与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与え得るが，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

機器条件の残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧原子炉代替注水系

（可搬型）は，解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析より多い

場合（注水特性（設計値）の保守性），原子炉水位の回復が早くなること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 
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（添付資料 2.3.1.5） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，「移

動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因

に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，

運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響

を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の直流電源の負荷切離し操作及び所内常設蓄電式直流電源設

備切替え操作（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄電池（ＳＡ））は，

解析上の操作開始時間として事象発生から8.5時間経過するまでを設定し

ている。運転員等操作時間に与える影響として，本操作は停電切替え操作

であるが，原子炉水位等の重要パラメータは事前に実施する監視計器用直

流電源切替え操作により停電しないＳＡ用115V系蓄電池電源にて監視可

能であり，停電は問題とならない。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，解析上の操作開

始時間として事象発生から８時間後を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準

備操作は，事象発生から２時間30分後までに実施できることから解析での

設定に対して十分な余裕があり，サプレッション・プール水温度を確認し，

逃がし安全弁の手動開により原子炉を減圧することから，実態の原子炉減

圧時間は解析上の設定と同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。

当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）の不確かさに

より操作開始時間が遅れる可能性があるが，原子炉減圧開始時点では他の

操作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷

却操作は，解析上の操作開始時間として格納容器圧力384kPa［gage］到達

時を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操

作においては，格納容器スプレイの操作実施基準（格納容器圧力384kPa

［gage］）に到達するのは，事象発生の約19時間後であり，格納容器代替

スプレイ系（可搬型）の準備操作は格納容器圧力及び温度の上昇の傾向を

監視しながらあらかじめ実施可能である。 

また，格納容器スプレイ操作も同様に格納容器圧力及び温度の上昇の傾

向を監視しながらあらかじめ準備が可能である。よって，実態の操作開始

時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さ

いことから，運転員等操作時間に与える影響も小さい。操作開始時間が遅

れた場合においても，格納容器の限界圧力は853kPa[gage]であることから，

格納容器の健全性という点では問題とはならない。当該操作は，解析コー

ド及び解析条件（操作条件を除く。）の不確かさにより操作開始時間は遅

れる可能性があるが，中央制御室の運転員とは別に現場操作を行う要員を

配置しており，他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響

はない。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 
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操作条件の直流電源の負荷切離し操作及び所内常設蓄電式直流電源設

備切替え操作（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄電池（ＳＡ））は，

運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設

定と同等であり，直流電源は枯渇することはないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，運転員等操作時

間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定と同等であり，

原子炉隔離時冷却系から低圧原子炉代替注水系（可搬型）への注水手段切

替えが評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷

却操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.1.5） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目とな

るパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を

確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の直流電源の負荷切離し操作及び所内常設蓄電式直流電源設備切

替え操作（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄電池（ＳＡ））については，

事象発生８時間後から操作時間30分で実施するものとしている。蓄電池による 

給電時間評価においては，負荷切離しの対象となる負荷について8.5時間給電

を継続する条件としているが，事象発生8.5時間後までに直流電源の負荷切離

し操作を開始すれば，給電が必要な負荷に対して事象発生９時間後まで給電が

可能であることから，直流電源の負荷切離し操作及び所内常設蓄電式直流電源

設備切替え操作については時間余裕がある。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作については，原子炉隔離

時冷却系から低圧原子炉代替注水系（可搬型）への注水手段切替えのための逃

がし安全弁手動開操作までは８時間の時間余裕がある。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操

作については，格納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約19時間あり，

準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 2.3.1.5） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時

間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

2.3.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 
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事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」において，重

大事故等対策時における必要な要員は，「2.3.1.1(3) 炉心損傷防止対策」に

示すとおり31名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で

説明している運転員，緊急時対策要員等の45名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」において，必

要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価して

いる。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び格納容器代替スプ

レイ系（可搬型）による格納容器スプレイについては，７日間の対応を考慮

すると，合計約1,100m3の水が必要となる。水源として，輪谷貯水槽（西１

／西２）に約7,000m3の水を保有している。これにより必要な水源は確保可

能である。輪谷貯水槽（西１／西２）は十分な水を保有しており，輪谷貯水

槽（西１／西２）を水源とした７日間の注水継続実施が可能となる。 

原子炉隔離時冷却系，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱につい

ては，サプレッション・チェンバのプール水を水源とし循環することから，

水源が枯渇することはない。 

（添付資料2.3.1.6） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後

から最大負荷での運転を想定すると，７日間の運転継続に約352m3の軽油が

必要となる。ガスタービン発電機用軽油タンクにて約450m3の軽油を保有し

ており，この使用が可能であることから常設代替交流電源設備による電源供

給について，７日間の運転継続が可能である。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び格納容器代替スプ

レイ系（可搬型）による格納容器スプレイについては，保守的に事象発生直

後からの大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約11m3の軽油

が必要となる。非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等にて約730m3の軽

油を保有しており，この使用が可能であることから低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による原子炉注水及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）による

格納容器スプレイについて，７日間の運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守的に事象発生直後

から最大負荷での運転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必

要となる。緊急時対策所用燃料地下タンクにて約45m3の軽油を保有しており，

この使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供給につ

いて，７日間の継続が可能である。 

（添付資料2.3.1.7） 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負

荷として，約4,268kW必要となるが，常設代替交流電源設備は連続定格容量
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2.3.1-14 

が4,800kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。また，緊急

用対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を想定しても，不要

な直流負荷の切離し，蓄電池の切替えを行うことにより，事象発生後24時間

の直流電源供給が可能である。 

（添付資料2.3.1.1，2.3.1.8） 

 

2.3.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」では，全交流動力

電源喪失後，原子炉隔離時冷却系が自動起動し，設計基準事故対処設備として期

待する期間は運転を継続するものの，その期間を超えた後に蓄電池が枯渇して原

子炉隔離時冷却系が機能喪失することで，原子炉水位の低下により炉心が露出し，

炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪

失（長期ＴＢ）」に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として原子炉隔

離時冷却系，低圧原子炉代替注水系（可搬型）及び逃がし安全弁（自動減圧機能

付き）による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策として，格納容器代替スプ

レイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却手段，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水手段，残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除

去系（サプレッション・プール水冷却モード）による原子炉格納容器除熱手段を

整備している。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の重要事故シーケ

ンス「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）

失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，蓄電池の容量増強に伴う原子炉隔離時冷却系の長時間

運転，低圧原子炉代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（低圧注水モード）に

よる原子炉注水，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉減圧，格納容

器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却並びに残留熱除去系（格

納容器冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）

による原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる

圧力，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足して

いる。また，安定状態を維持できる。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策

の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操

作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能で

ある。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，原子炉隔離時冷却系等による原子炉注水，残留熱除去系（格

納容器冷却モード）による原子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定し

た重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグル

ープ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」に対して有効である。 
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2.3.1-15 

 

 

 

 

  

第 2.3.1.1－1(1)図 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉注水） 
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2.3.1-16 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.1.1－1(2)図 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の重大事故等対策の概略系統図 

  （原子炉減圧，原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 
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2.3.1-17 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.1.1－1(3)図 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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2.3.1-18 
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熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る

 
 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
，
タ
ー
ビ
ン
ト
リ
ッ
プ
を
確
認

※
１
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
 

機
能
喪
失
を
確
認
 

主
蒸
気
隔
離
弁
閉
止
を
確
認

逃
が
し
安
全
弁
 

（
逃
が
し
弁
機
能
）
に
よ
る
 

原
子
炉
圧
力
制
御
を
確
認

 

 
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
機
能
維
持
不
可
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

10
0℃

以
上
）

No
 

Ye
s 

（
急

速
減
圧

失
敗
の

場
合

）
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
自
動
起
動
を
確
認

※
２
 

逃
が
し
安
全
弁
用
蓄
電
池
，

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
 

供
給
系
，
逃
が
し
安
全
弁
 

窒
素
ガ
ス
代
替
供
給
設
備
 

に
よ
る
原
子
炉
減
圧
 

燃
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熱
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熱
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よ
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。
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※
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ベ
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※
２
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原
子
炉
水
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低
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２
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で
自
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３
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※
３
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運
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（
レ
ベ
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３
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か
ら
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子
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水
位
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ベ
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す
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※
４
：
中
央
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御
室
か
ら
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作
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り
外
部
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受
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び
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ィ
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ゼ
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発
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が
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非
常
用
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の
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源
回
復
が
で

き
な
い
場
合
，
早
期
の
電
源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。
 

※
５
：
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

（
可
搬
型
）
に
よ

る
注
水
準
備
が
完
了
後
，
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
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で
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搬
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す
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搬
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。
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縮
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損
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窒
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（
自
動
減
圧
機
能
付
き
）
６
個
に
よ
る

 

原
子
炉
急
速
減
圧

※
５

※
６
 

原
子
炉
水
位
判
明
 

（
水
位
不
明
で
は
な
い
）

※
７
 

 高
圧
原

子
炉

代
替
注

水
系
に

よ
る
 

原
子

炉
注
水

は
解
析

上
考
慮

せ
ず
 

原
子

炉
圧
力

容
器
・

原
子
炉

格
納
容

器
の
状

態
 

が
静

定
後
，

燃
料
プ

ー
ル
冷

却
を
再

開
す
る
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
注
水
準
備
完
了

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

Ye
s 

No
 

Ye
s 

No
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
停
止
を
確
認
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
到
達

可
搬
型
設
備
へ
の
 

燃
料
補
給
 

燃
料
補
給
準
備
 

（
適
宜
実
施

）
 

【
8
時
間
後
】

 

【
  
】
：
時
刻
（
解
析
条
件
）
 

< 
>
：
時
刻
（
解
析
結
果
）

<約
3
分
> 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水
及
び
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

※
18
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水
及
び
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

 

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

※
12
 

直
流
電
源
 

負
荷
切
離
し

※
10
 

直
流
電
源
切
替
え

※
11
 

逃
が
し
安
全
弁
及
び

監
視
計
器
用
 

直
流
電
源
切
替
え

※
９

外
部
電
源
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
等
回
復
操
作
 

【2
4
時
間
後
】 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

起
動
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備

，
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）
 

起
動
準
備
及
び
系
統
構
成
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
，

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）
起
動
 

非
常
用
高
圧
母
線
受
電

※
16
 

（
ケ

ー
ブ
ル

接
続
後

）
 

号
炉
間
電
力
融
通
，
 

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
 

非
常
用
高
圧
母
線
受
電
 

非
常
用
高
圧
母
線

 

受
電
準
備

※
15
 

Ⅰ
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

自
動
起
動
を
確
認
 

格
納
容
器
圧
力

24
5k
Pa
[g
ag
e]
到
達
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
準
備

※
13
 

<約
14

時
間

> 

格
納
容
器
圧
力

38
4k
Pa
[g
ag
e]
到
達

原
子
炉
満
水
操
作

※
14
 

可
搬
式
窒
素
供

給
装
置
に
よ
る

窒
素
供
給
準
備

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル

タ
出
口
水
素
濃
度

に
よ
る
水
素
濃
度

測
定
準
備
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系

（
可
搬
型
）
 

系
統
構
成

<約
19

時
間

> 

原
子
炉
補
機
冷
却
系

起
動
 

 
Ⅲ
 

（
起

動
失
敗

の
場
合

）
 

※
17
：
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
を
起
動
し
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
停
止

す
る
。
 

※
18
：
原
子
炉
水
位
高
（
レ
ベ
ル
８
）
到
達
に
よ
り
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
停
止
す
る
。
以
降
，

残
留
熱
除
去
系
は
，
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
に
て
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
切

り
替
え
，
原
子
炉
水
位
高
 

（
レ
ベ
ル
８
）
ま
で
注
水
後
，
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）

に
切
り
替
え
る
。

※
19
：
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
は
格
納
容
器
圧
力

13
.7
kP
a[
ga
ge
]
以
下
で
停
止
し
，
以
降
は
残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却

に
切
り
替
え
る
。
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2.3.1-19 

第 2.3.1.1－3 図 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の作業と所要時間

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 交流電動駆動ポンプによる原子炉注水機能喪失確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認／逃がし安全弁（逃がし弁機能）による

　 原子炉圧力制御確認

・ 原子炉隔離時冷却系自動起動確認

・ 早期の電源回復不能確認

原子炉注水操作
（1人）

A
― ・ 原子炉隔離時冷却系　原子炉注水確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場）

・ 監視計器用電源切替え操作

・ 逃がし安全弁用電源切替え操作

所内用蓄電池切替え操作 ― ― ・ 負荷切離し／所内用蓄電池切替え操作
Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄

電池（ＳＡ）へ切り替える

原子炉急速減圧操作
（1人）

A
― ・ 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個　手動開放操作

― ・ 放射線防護具準備

―
・  低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備

（大量送水車配置，ホース展張，接続）

― ― ・ 放射線防護具準備

― ― ・ 残留熱除去系及び低圧原子炉代替注水系　注水弁操作

低圧原子炉代替注水系

（可搬型）注水操作
―

（2人）

a,b
・ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）注水操作 　原子炉水位をレベル３～レベル８で維持

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成
― ― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

原子炉満水操作 ― ・ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水流量の増加 解析上考慮せず

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備 10分

― ・ 電源ケーブル接続

― ― ・ 放射線防護具準備 10分

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成

― ― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

e,f
・ ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁閉操作 40分 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 第１ベントフィルタ出口水素濃度準備 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給

タンクローリ残量に応じて適宜非常用

ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等か

ら補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車への補給

原子炉補機冷却系起動操作
（1人）

A
― ・ 原子炉補機冷却系　起動操作 10分

残留熱除去系

（格納容器冷却モード）

起動操作

（1人）

A
― ・ 残留熱除去系（格納容器冷却モード）起動操作 10分

残留熱除去系による原子炉注

水および原子炉格納容器除熱

操作

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水及び残留熱除去系

（格納容器冷却モード）による格納容器スプレイ

原子炉水位低（レベル３）にて原子炉

注水への切替え操作を実施し，原子炉

水位高（レベル８）にて格納容器スプ

レイへの切替え操作を実施

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
― ・ 非常用ガス処理系自動起動確認 5分 解析上考慮せず

燃料プール冷却系　準備操作 ― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 30分

解析上考慮せず

燃料プール冷却系熱交換器への冷却水

通水操作

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動 10分

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

―

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40 50 60 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 5 6 7

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

　原子炉スクラム

通報連絡者
緊急時対策

本部要員
5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（現場）

状況判断
1人

A
― ― 10分

― 原子炉水位をレベル２～レベル８で維持

交流電源回復操作

―
解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する
―

― 10分

解析上，事象発生24時間の交流電源回

復は考慮しない

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

―

（2人）

B,C
35分

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

電源切替え操作 ―
（2人）

B,C
―

10分
Ｂ－115V系蓄電池からＳＡ用115V系蓄

電池へ切り替える

10分

（2人）

B,C
30分

10分―

低圧原子炉代替注水系

（可搬型）準備操作

―

14人

a～n

10分

― 2時間10分

低圧原子炉代替注水系

（可搬型）系統構成

2人

B,C

10分

50分

―

（2人）

D,E
40分

―

（2人）

a,b

適宜実施

―
格納容器圧力が384kPa[gage]に到達後，原子炉格納容器空間部への熱放出を防止するため，

原子炉への注水流量を増やして原子炉水位をできるだけ高く維持する

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
解析上考慮せず

― 1時間40分

2人

D,E
解析上考慮せず

（4人）

B,C,D,E
1時間40分

格納容器ベント準備操作

（2人）

D,E
1時間20分

― 2時間

― 2時間

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 2時間30分

― 適宜実施

―

―

― 適宜実施

―

（2人）

D,E

―

・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料

プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給

を実施する。

4人

B,C,D,E

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

約14時間 格納容器圧力245kPa[gage]到達

約19時間 格納容器圧力384kPa[gage]到達

約８時間 サプレッション・プール水温度100℃到達

直流電源切替え

原子炉急速減圧
原子炉隔離時冷却系停止

低圧原子炉代替注水系（可搬型）原子炉注水開始

24時間 常設代替交流電源設備による給電

約３分 原子炉水位低（レベル２）

プラント状況判断
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2.3.1-20 

 

 

 第 2.3.1.2－1(1)図 原子炉圧力の推移  

 

 

第 2.3.1.2－1(2)図 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 
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2.3.1-21 

 
 

 

第 2.3.1.2－1(3)図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 
 

 

第 2.3.1.2－1(4)図 注水流量の推移 
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2.3.1-22 

 
 

 

第 2.3.1.2－1(5)図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

第 2.3.1.2－1(6)図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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2.3.1-23 

 
 

 

第 2.3.1.2－1(7)図 燃料被覆管温度の推移 

 

 

第 2.3.1.2－1(8)図 高出力燃料集合体のボイド率の推移 
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2.3.1-24 

 
 

 

第 2.3.1.2－1(9)図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
 

 

 

  

72



 

2.3.1-25 

 

 

 

第 2.3.1.2－1(10)図 格納容器圧力の推移 

 

 

 

第 2.3.1.2－1(11)図 格納容器温度の推移 
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2.3.1-26 

 

 

 

第 2.3.1.2－1(12)図 サプレッション・プール水位の推移 

 

 

第 2.3.1.2－1(13)図 サプレッション・プール水温度の推移 
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 2.3.1-27 

第
2.
3.
1.

1
－

1
表

 
「

全
交
流

動
力
電

源
喪

失
（

長
期

Ｔ
Ｂ

）
」
の

重
大
事

故
等

対
策

に
つ

い
て

（
１

／
３

）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処

設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
及

び

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
確
認

 

外
部

電
源

喪
失

と
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

等
が

す
べ

て

機
能

喪
失

し
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

と
な

り
，

原
子

炉
が

ス

ク
ラ
ム
し
た
こ
と
を
確

認
す
る
。

 

Ｂ
－

11
5V

系
蓄
電
池

※
 

－
 

平
均
出
力
領
域
計
装

※
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
に

よ

る
原
子
炉
注
水

 

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

２
）

で
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

が

自
動

起
動

し
原

子
炉

注
水

を
開

始
す

る
。

こ
れ

に
よ

り
原

子

炉
水

位
は

回
復

し
，

以
後

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

２
）

か

ら
原
子
炉
水
位
高
（
レ

ベ
ル
８
）
の
間
で
維
持
す
る
。

 

【
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

】
※
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

※
 

Ｂ
－

11
5V

系
蓄
電
池

※
 

2
3
0V

系
蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

Ｓ
Ａ
用

1
15
V
系
蓄
電
池
 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
 

【
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

】
※
 

直
流

電
源

負
荷

切
離

し
及

び

切
替
え

 

直
流

電
源

の
枯

渇
を

防
止

す
る

た
め

，
蓄

電
池

の
切

替
え

を

実
施

し
24
 
時

間
に

わ
た

っ
て

直
流

電
源

の
供

給
を

行
う

。

所
内

常
設

蓄
電

式
直

流
電

源
設

備
切

替
え

操
作
（

Ｂ
－

11
5V

系
蓄
電
池
か
ら

Ｂ
１
－
11
5V

系
蓄
電
池
（
Ｓ

Ａ
）
）

を
実

施
す

る
前

に
，

監
視

計
器

用
直

流
電

源
切

替
え

操
作

を
実

施
す

る
。

ま
た

，
逃

が
し

安
全

弁
（

自
動

減
圧

機

能
付

き
）

に
よ

る
原

子
炉

急
速

減
圧

操
作

を
実

施
す

る
前

に

は
，
逃
が
し
安
全
弁
用
直
流
電
源
切
替

え
操
作
を
実
施
す
る
。 

Ｂ
－

11
5V

系
蓄
電
池

※
 

Ｂ
１
－

11
5V

系
充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）
 

Ｓ
Ａ
用

1
15
V
系
蓄
電
池
 

－
 

－
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水
準

備
 

原
子

炉
建

物
原

子
炉

棟
内

の
操

作
に

て
原

子
炉

注
水

に
必

要

な
電

動
弁

（
Ｒ

Ｈ
Ｒ

注
水

弁
及

び
Ｆ

Ｌ
Ｓ

Ｒ
注

水
隔

離
弁

）

の
手
動
開
操
作
を
実
施

す
る
。

 

屋
外

操
作

に
て

大
量

送
水

車
の

準
備

及
び

ホ
ー

ス
展

張
を

実

施
す

る
。

ま
た

，
大

量
送

水
車

の
燃

料
補

給
準

備
を

実
施

す

る
。
 

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵

タ
ン
ク

等
※
 

大
量
送
水
車

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

 
－
 

※
：
既
許

可
の
対

象
と

な
っ

て
い

る
設

備
を

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

位
置

付
け

る
も

の
 

【
 

】
：

重
大

事
故

等
対

処
設

備
（

設
計

基
準

拡
張

）
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2
.4

-2
8
 

 2.3.1-28 

第
2.
3.
1.

1
－

1
表

 
「

全
交
流

動
力
電

源
喪

失
（

長
期

Ｔ
Ｂ

）
」
の

重
大
事

故
等

対
策

に
つ

い
て

（
２

／
３

）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処

設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型

設
備
 

計
装
設
備
 

逃
が

し
安

全
弁

に
よ

る
原

子

炉
急
速
減
圧

 

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
可
搬
型

）
に

よ
る
原

子
炉

注
水

の
準

備
が

完
了

後
，

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

温
度

1
0
0℃

で
，
逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付
き
）
６
個
に

よ
る
手
動
減
圧
を
行
う

。
 

逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付
き
）

※
 

Ｂ
１
－

11
5V

系
充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）
 

Ｓ
Ａ
用

1
15
V
系
蓄
電
池
 

非
常

用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク
等

※
 

大
量
送
水
車

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力

※
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ

） 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

原
子

炉
急

速
減

圧
に

よ
り

，
低
圧
原

子
炉

代
替
注

水
系

（
可

搬
型

）
の

系
統

圧
力

を
下

回
る
と
，

低
圧

原
子
炉

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）

に
よ

る
原

子
炉
注
水

が
開

始
さ
れ

る
。

以
後

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

３
）
か
ら

原
子

炉
水
位

高
（

レ
ベ

ル
８
）
の
間
で
維
持
す

る
。

 

Ｂ
１
－

11
5V

系
充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）
 

Ｓ
Ａ
用

1
15
V
系
蓄
電
池
 

非
常

用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク
等

※
 

大
量
送
水
車

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力

※
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
 

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可
搬
型
）
に
よ
る
原

子
炉
格

納
容
器
冷
却

 

格
納

容
器

圧
力

が
3
84
kP
a[
ga
ge
]
に

到
達

し
た

場
合

，
格

納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
（

可
搬
型
）

に
よ

り
原
子

炉
格

納
容

器
冷
却
を
実
施
す
る
。

 

ま
た

，
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水
系
（

可
搬

型
）
に

よ
る

原
子

炉
注
水
を
継
続
す
る
。

 

Ｂ
１
－

11
5V

系
充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）
 

Ｓ
Ａ
用

1
15
V
系
蓄
電
池
 

非
常

用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク
等

※
 

大
量
送
水
車

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
） 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
 

※
：
既
許

可
の
対

象
と

な
っ

て
い

る
設

備
を

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

位
置

付
け

る
も

の
 

【
 

】
：

重
大

事
故

等
対

処
設

備
（

設
計

基
準

拡
張

）
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2
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-2
9
 

 2.3.1-29 

第
2.
3.
1.

1
－

1
表

 
「

全
交
流

動
力
電

源
喪

失
（

長
期

Ｔ
Ｂ

）
」
の

重
大
事

故
等

対
策

に
つ

い
て

（
３

／
３

）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等

対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬

型
設
備
 

計
装
設
備
 

残
留
熱
除
去
系
（
格
納

容
器

冷

却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原

子
炉
格

納
容
器
除
熱

 

常
設

代
替

交
流

電
源

設
備

に
よ

る
交

流
電

源
供

給
を

確

認
後
，
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ

る
原
子
炉
格
納
容
器
除

熱
の
準
備
操
作
と
し
て

，
中
央
制

御
室

か
ら

の
遠

隔
操

作
に

よ
り

原
子

炉
補

機
冷

却
系

を

手
動
起
動
し
残
留
熱
除

去
系
（
格
納
容
器

冷
却
モ
ー
ド

）

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容

器
除
熱
を
開
始
す
る
。

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

【
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド

）】
※
 

【
原
子
炉
補
機
冷
却
系
】

※
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

※
 

－
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
） 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

※
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧

注
水
モ

ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉
注

水
を
開
始
し
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に

よ
る
原
子
炉
注
水
を
停

止
す
る
。

 

原
子
炉
水
位
を
原
子
炉

水
位
高
（
レ
ベ
ル
８
）
ま
で
上
昇

さ
せ
た
後

，
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
残
留

熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド

）
運
転
か
ら
残
留
熱
除
去

系
（
格
納
容
器
冷
却
モ

ー
ド
）
運
転
に
切

り
替
え
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

【
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド

）】
※
 

【
原
子
炉
補
機
冷
却
系
】

※
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

※
 

－
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力

※
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

※
 

※
：
既
許

可
の
対

象
と

な
っ

て
い

る
設

備
を

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

位
置

付
け

る
も

の
 

【
 

】
：

重
大

事
故

等
対

処
設

備
（

設
計

基
準

拡
張

）
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2
.4

-3
0
 

 2.3.1-30 

第
2.
3.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

（
長
期
Ｔ
Ｂ

）
）
（
１
／

５
）
 

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

原
子
炉
側
：
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
 

格
納
容
器
側
：
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
 

－
 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力
 

2,
43
6M
W 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

6.
93
MP
a[
ga
g
e]
 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
運
転
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
10

3 t
/h
 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

炉
心
入
口
温
度
 

約
27
8℃

 
熱
平
衡
計
算
に
よ
る
値
 

炉
心
入
口
サ
ブ
ク
ー
ル
度
 

約
９
℃
 

熱
平
衡
計
算
に
よ
る
値
 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等
で

あ
り
，
そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
の
保
守
性
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
，

ま
た
，
９
×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
燃
料
被

覆
管
温
度
上
昇
の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料

（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ

型
）
を
設
定
 

最
大
線
出
力
密
度
 

44
.0
kW
/m
 

通
常
運
転
時
の
熱
的
制
限
値
 

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
 

Ａ
Ｎ
Ｓ
Ｉ
／
Ａ
Ｎ
Ｓ
－
5.
1－

19
79
 

燃
焼
度

33
GW
d/
t 

サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
1
0％

の
保
守
性
を
考
慮
 

格
納
容
器
容
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除
い
た

値
）
を
設
定
 

格
納

容
器

容
積

（
サ
プ

レ
ッ
シ

ョ
ン
・

チ
ェ

ン
バ
）
 

空
間
部
：
4,
7
00
m3

 

液
相
部
：
2,
8
00
m3
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の

体
積
を
除
い
た
値
）
を
設
定
 

真
空
破
壊
装
置
 

3.
43
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
―
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値
と
し
て
設
定
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2
.4

-3
1
 

 2.3.1-31 

第
2.
3.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

（
長
期
Ｔ
Ｂ

）
）
（

２
／
５
）
 

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

3.
61
m（

通
常
運
転
水
位
）
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の

上
限
値
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
圧
力
 

５
kP
a[
ga
ge
]
  

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
温
度
 

57
℃
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度
と
し
て
設
定
 

外
部
水
源
の
温
度
 

35
℃
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し
て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温
度
を
踏
ま
え
て

設
定
 

事 故 条 件
 

起
因
事
象
 

外
部
電
源
喪
失
 

送
電
系
統
又
は
所
内
主
発
電
設
備
の
故
障
等
に
よ
っ
て
，
外
部
電
源
を
喪
失
す

る
も
の
と
し
て
設
定
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能
喪
失
を
想
定
し
て
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

起
因
事
象
と
し
て
，
外
部
電
源
を
喪
失
す
る
も
の
と
し
て
設
定
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2
.4

-3
2
 

 2.3.1-32 

第
2.
3.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

（
長
期
Ｔ
Ｂ

）
）
（

３
／
５
）
 

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

原
子
炉
ス

ク
ラ
ム
信
号
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
 

（
遅
れ
時
間
：
1.
05

秒
）
 

保
有
水
量
の
低
下
を
保
守
的
に
評
価
す
る
ス
ク
ラ
ム
条
件
を
設
定
 

原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
に
て
自
動
起
動
 

91
m3
/h
（
8.
21
～
0.
74
MP
a[
ga
ge

]に
お
い
て
）

に
て
注
水
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

 

逃
が
し
安

全
弁
 

逃
が
し
弁
機
能
 

7.
58
MP
a[
ga
ge
]×

２
個
，
36
7t
/h
/個

 

7.
65
MP
a[
ga
ge
]×

３
個
，
37
0t
/h
/個

 

7.
72
MP
a[
ga
ge
]×

３
個
，
37
3t
/h
/個

 

7.
79
MP
a[
ga
ge
]×

４
個
，
37
7t
/h
/個

 

逃
が
し
安
全
弁
（
逃
が
し
弁
機
能

）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付
き
）
の
６

個
を
開
す
る
こ
と
に
よ
る
原
子
炉
急
速
減
圧
 

<原
子

炉
圧

力
と

逃
が
し

安
全
弁

蒸
気
流

量
の

関
係

> 

 

逃
が
し
安
全
弁
の
設
計
値
に
基
づ
く
蒸
気
流
量
及
び
原
子
炉
圧
力
の

関
係
か
ら
設
定
 

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

0
2

4
6

8
1
0

蒸 気 流 量

原
子

炉
圧

力
（

M
P
a
[
a
b
s
]
）

（
t
/
h
）

80



 

2
.4
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 2.3.1-33 

第
2.
3.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

（
長
期
Ｔ
Ｂ

）
）
（

４
／
５
）
 

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
 

70
m3
/h

に
て
注
水
 

（
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
実
施
前
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

 

30
m3
/h

に
て
注
水
 

（
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
実
施
後

）
 

設
計

に
基

づ
き
，

併
用

時
の
注

水
先
圧

力
及

び
系
統

圧
損
を

考
慮

し
て
も
確
保
可
能
な
流
量
を
設
定
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

12
0m

3 /
h
に
て
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
ス
プ
レ
イ
 

格
納

容
器

温
度
及

び
圧

力
抑
制

に
必
要

な
ス

プ
レ
イ

流
量
を

考
慮

し
，
設
定
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

1,
13
6m

3 /
h(
0.
14
MP
a[
di
f]

に
お

い
て

)
（

最
大

1,
19
3 
m3
/h
）
に
て
注
水
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

 

残
留

熱
除

去
系

（
格
納

容
器
冷

却
モ
ー

ド
）

及
び

残
留

熱
除

去
系
（

サ
プ
レ

ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
 

・
原

子
炉

水
位
を

原
子

炉
水
位

高
（
レ

ベ
ル
８

）

ま
で
上
昇
さ
せ
た
後
に
，
1,
21
8m

3
/h

に
て
原
子
炉

格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ
 

・
伝

熱
容

量
は
，

熱
交

換
器
１

基
当
た

り
約
９

MW

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

52
℃
，
海

水
温
度

30
℃
に
お
い
て
）
 

残
留
熱
除
去
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

  

0
.
0
 

0
.
5
 

1
.
0
 

1
.
5
 

2
.
0
 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

原子炉圧力（MPa[gage]）

流
量

（
m3
/h

）

0
.
0
 

0
.
5
 

1
.
0
 

1
.
5
 

2
.
0
 

0
5
0
0

1
0
0
0

1
5
0
0

原子炉圧力（MPa[dif]）

流
量
（

m3
/h

）
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4
 

 2.3.1-34 

第
2.
3.
1.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

（
長
期
Ｔ
Ｂ

）
）
（

５
／
５
）
 

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
 

事
象
発
生
か
ら

24
時
間
後
 

本
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
の
前
提
条
件
と
し
て
設
定
 

逃
が

し
安

全
弁

に
よ

る
原

子
炉

急
速

減
圧

操

作
 

事
象
発
生
か
ら
８
時
間
後
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

10
0℃

到
達
）
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
機
能
維
持
で
き
る
時
間
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ

る
原
子
炉
格
納
容
器
冷
却
操
作
 

格
納
容
器
圧
力

38
4k
Pa
[g
ag
e]

到
達
時
 

格
納
容
器
最
高
使
用
圧
力
に
対
す
る
余
裕
を
考
慮
し
て
設
定
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
る

原
子
炉
注
水
操
作
及
び
残
留
熱
除
去
系
（
格
納

容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器

除
熱
操
作
 

事
象
発
生

24
時
間

30
分
後
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
後
，
残
留
熱
除
去
系
の
起
動

操
作
に
要
す
る
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に

よ
る

原
子
炉
注
水
操
作
 

残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に

よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
開
始
後
に
，
原
子

炉
水
位
が
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
に
到

達
 

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
及
び
原
子
炉
水
位
制
御
（
レ
ベ
ル
３
～
レ
ベ

ル
８
）
が
継
続
的
に
可
能
な
条
件
と
し
て
設
定
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